
上越市地域福祉計画評価委員会 

次 第 

 

と き 令和３年７月７日（水） 

    10：00～ 

ところ 木田庁舎 401会議室 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 委員紹介 

 

４ 委員長・副委員長の互選 

 

５ 議事 

⑴ 委員会の運営等について（資料１、2） 

⑵ 上越市第 2次地域福祉計画に基づく取組の進捗管理について 

 ①地域福祉計画の振り返り 

 ②取組の評価結果について（資料 3－１、３－２） 

 

６ その他 

 

７ 閉会 



上越市地域福祉計画評価委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づき策定した上越市

地域福祉計画（以下「地域福祉計画」という。）の取組状況を評価するため、上越市地域

福祉計画評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ 地域福祉計画に基づく取組状況の評価に関する事項 

⑵ 地域福祉計画の見直しに関する事項 

⑶ その他地域福祉計画の推進を図るために必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる人のうちから市長が委嘱する８人以内の委員をもって組織す

る。 

⑴ 地域福祉計画策定時の策定委員であった人 

⑵ その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員会の委員の任期は、委嘱の日から当該委嘱に係る地域福祉計画の最終年度の末

日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

ただし、委員長が互選される前に招集される会議は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の人の出席を求め、意見又は説明

を聴くことができる。 

資料 1 



（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 



委員会運営について 

 

１ 会議情報の公開について 

 ⑴ 会議及び会議録の公開 

・ 会議及び会議録については、「上越市審議会等の会議の公開に関する条例」及び

「上越市審議会等の会議の公開に関する条例施行規則」に基づき、原則として

公開する。 

 

⑵ 委員名簿の公開 

・ 委員名簿は、公開するものとする。 

・ 名簿には、名前、所属、役職を記載する。 

 

⑶ 会議資料及び会議録の公開方法 

・ 会議資料は、原則として会議終了後、市のホームページで公開する。 

・ 会議録は、会議における議事の経過及び発言の要旨とし、事務局が作成後、委

員長及び副委員長の確認を経て会議資料と同様の方法により公開する。 

・ なお、発言者の委員名についても公開する。 

 

 

 

２ 審議の進め方 

・ 議事は、委員個人の意見ではなく、合議により委員会としての全体意見を集約

しながら進める。運営上の確認事項が生じた場合は、委員長は委員会に諮って

決定する。 
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評価結果総括表 

 

 

○【取組の方向性・概要】ごとに作成した 70件についての評価区分別の件数は、 

下表のとおりです。 
評価区分 令和元年度 令和２年度 

Ａ（計画を越えて実施） 1件（ 1.4％） 0件（ 0.0％） 

Ｂ（計画どおり実施） 67件（95.7％） 64件（91.4％） 

Ｃ（一部実施できず） 2件（ 2.9％） 6件（ 8.6％） 

合計 70件（100.0%） 70件（100.0%） 

 

 

 

 

 

 

A B C A B C

基本目標1　一人ひとりの想いを受け止め、社会からの孤立を防ぐための体制を強化します 38 1 37 2

⑴ きめ細かい相談・支援体制の強化 13 13

①相談体制の強化 1 1

②生活困窮者支援の充実 1 1

③子どもの貧困対策 1 1

④助けを求めることができる市民意識の向上 7 7

⑤相談窓口の周知 3 3

⑵地域における見守り活動の充実 8 8

①子どもや高齢者を対象にした見守り活動の継続 4 4

②障害のある人や子育てをしている人などへの見守り活動の推進 4 4

⑶健康づくりの推進に向けた自発的な取組の促進 4 1 4 1

①健康づくり活動の推進 1 1

②子どもの頃からの生活習慣病予防の取組の推進 2 2

③自殺予防の取組の推進 1 1 1 1

⑷生きがい・居場所づくりの推進と社会参加の促進 9 8 1

①地域における居場所づくりの推進 2 2

②高齢者の介護予防や生きがい・居場所づくりの推進 2 1 1

③外出機会の確保 1 1

④高齢者や障害のある人等の雇用機会の確保 1 1

⑤高齢者や障害のある人等の就労支援 3 3

⑸権利擁護の推進 4 4

①権利擁護が必要な人への取組の推進 2 2

②いじめ、児童虐待、障害者虐待、高齢者虐待等の発生予防と早期発見、早期対応 2 2

基本目標2　一人ひとりの出番を創出し、地域で支え合うまちづくりを推進します 1 8 1 8 2

⑴ 個性や多様性を認め合う市民意識の向上 1 2 3

①地域の一員として認め合う市民意識の向上 1 1 2

②人権意識の確立に向けた教育の推進 1 1

⑵地域福祉活動の促進 4 1 3 2

①民生委員・児童委員、主任児童委員への活動支援等 1 1

②地域福祉活動における出番の創出 3 2 1

③ボランティア・ＮＰＯ等の活動支援 1 1

⑶地域における支え合い体制の充実・上越市版地域包括ケアシステムの構築 2 2

①地域における支え合い体制の充実 1 1

②上越市版地域包括ケアシステムの構築 1 1

基本目標3　一人ひとりの生活を支える基盤づくりを推進します 21 19 2

⑴個人に寄り添った福祉サービスの提供 9 8 1

①個性を尊重した障害者福祉サービスの提供 1 1

②高齢者福祉サービスの提供 1 1

③母子保健事業の充実 1 1

④子育て世帯への支援 6 5 1

⑵情報提供体制の充実と情報入手に係る支援 9 8 1

①福祉サービスに関する情報提供体制の充実 7 7

②情報の取得が困難な人への情報入手支援 1 1

③「職員対応要領」に基づく適切な対応 1 1

⑶安心して暮らせる環境の整備 3 3

①地域における生活基盤づくり 2 2

②地域医療体制の充実 1 1

1 67 2 0 64 6

令和元年度 令和２年度
評価区分別件数（基本目標、基本施策、取組の方向性・概要別）

合計
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画

1 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

①相談体制
の強化

自分や家族だけでは解決が困
難な複合的な課題を抱える世
帯や各種制度の狭間にいる人
を支援するため、専門職の
チームが関係機関と連携しな
がら、複雑・多様化する相談に
対応します。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

すこやかなくらし包括支援セン
ター及び市内11の地域包括支
援センターにおいて、高齢者
や障害のある人、生活困窮者
等の相談に対応し、相談者が
必要な支援に繋がる状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・平成31年4月、す
こやかなくらし包
括支援センターを
木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、専門職を集
約するとともに、こ
ども発達支援セン
ターや関係機関と
一層の連携を図る
ことで、専門的か
つ総合的な相談
支援を行える体制
を整えた。

Ｂ

・地域における高
齢者の総合窓口
である地域包括支
援センターの業務
に障害のある人や
生活困窮者等の
相談対応を付加
し、相談機能の強
化を図る。

・令和2年4月か
ら、市内11の地域
包括支援センター
（サテライトを含め
ると20）に、障害の
ある人や生活困
窮者等の相談機
能を付加すること
で、身近な地域に
おいて複合的な相
談を一体的に受け
ることが可能と
なった。

Ｂ

・複合的な課題を
抱える世帯や各種
制度の狭間にいる
人を的確に支援で
きるよう、研修等
を通して、すこや
かなくらし包括支
援センターや地域
包括支援センター
の職員の対応力
の向上を図る。

同左

2 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

②生活困窮
者支援の充
実

生活保護世帯や生活困窮者
等の早期の自立を支援するた
め、就労支援員等の配置や、
自立支援計画の実行など、相
談体制の充実を図るとともに、
就学援助費や奨学金などの
各種制度を活用した支援に取
り組みます。
また、生活困窮者自立支援事
業を通じて、個々の状況に応
じた包括的かつ継続的な相談
支援等を行いながら、就労の
準備が整っていない人に対す
る中間的就労や社会参加の
場を広げるなど、地域におけ
る自立・就労支援等の体制を
構築します。

福祉課

地域に潜在化する生活困窮者
を的確に把握し、個々の状況
に応じた包括的かつ継続的な
支援を実施することで、生活
困窮からの脱却はもとより、そ
の背景にある様々な課題解決
につながる相談支援を実施で
きる状態

・自立相談支援事
業及び就労準備
等支援事業の仕
様書内容等を抜
本的に見直し、令
和2年度の包括的
かつ継続的な支
援体制の枠組み
作りを行う。

・自立相談支援事
業は高齢者、障害
者とともに生活困
窮者の支援も市
内11の地域包括
支援センターを相
談窓口とすること
で、一体的な支援
を可能とし、また
就労準備等支援
事業は就労に向
けた能力形成支
援や相談者の状
況に応じた求人開
拓を促すなど令和
2年度へ向け相談
体制や内容の見
直しを実施した。

Ｂ

・自立相談支援機
関を市内11の地
域包括支援セン
ターにおき、生活
困窮者への相談
支援を実施すると
ともに、就労準備
等支援事業につ
いては、個々の状
況に応じた段階的
な就労支援の場
や社会参加の場
を開拓し、提供す
る基盤をつくる。

・市内11の地域包
括支援センターを
自立相談支援機
関として生活困窮
者への相談支援
を開始し、より身
近な地域での相
談を可能とした。
就労準備等支援
事業では就労体
験の場の提供、就
労準備講習会の
開催に加え、無料
職業紹介所を開
設した。

Ｂ

・自立相談支援事
業及び就労準備
等支援事業に係
るサービスの充実
を図り、支援を必
要とする生活困窮
者を的確に把握
し、個々の状況に
応じた包括的かつ
継続的なサービス
を提供する。

同左

基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

上越市第2次地域福祉計画に係る取組等の進捗管理表

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

●実施結果の評価
Ａ：計画を越えて実施

Ｂ：計画どおり実施

Ｃ：一部実施できず

Ｄ：実施に至らず
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

3 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

③子どもの
貧困対策

子どもの生活実態アンケート
調査結果から課題を抽出し、
「子どもの貧困対策」の方向性
等を定めた「上越市子ども・子
育て支援総合計画（上越市版
エンゼルプラン）」を策定し、子
どもがすこやかに育つ環境の
整備等を進めます。

こども
課

「上越市子ども・子育て支援総
合計画」に基づく、相談支援体
制の充実及び子どもの貧困対
策の推進に関する取組が確実
に進捗している状態。

・相談支援体制の
充実及び子どもの
貧困対策の推進
に関する施策を
「上越市子ども・子
育て支援総合計
画」に登載する。

・子ども・子育て支
援に関する各種施
策を総合的かつ
一体的に推進する
ため、「上越市子
ども・子育て支援
総合計画」を策定
した。

Ｂ

・「上越市子ども・
子育て支援総合
計画」に登載した
相談支援体制の
充実及び子どもの
貧困対策の推進
に関する取組を確
実に推進する。

・すこやかなくらし
相談窓口のほか、
子どもほっとライン
など、個々のニー
ズに対応した相談
しやすい環境を引
き続き整えるとと
もに、子ども医療
費助成事業やファ
ミリーサポートセン
ター事業におい
て、助成の拡充を
行うなど、子育て
家庭の経済的負
担の軽減を図っ
た。

Ｂ

・「上越市子ども・
子育て支援総合
計画」に登載した
相談支援体制の
充実及び子どもの
貧困対策に関し
て、関係機関や地
域等が一体となっ
て取組を推進す
る。

同左

4 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

福祉課

市民が困りごとがあった場合
などに、身近な相談相手であ
る民生委員・児童委員、主任
児童委員に気軽に相談をして
いたり、助けを求めたりしてい
る状態

・困りごと等があっ
た場合に、民生委
員・児童委員、主
任児童委員に助
けを求めることが
できるよう、広報
上越に民生委員
の活動内容等を
PRする記事を掲
載するほか、町内
会を通じて、年1回
民生委員の活動
内容等を周知する
チラシの回覧を行
う。

・5/15号広報上越
に民生委員の活
動内容等をPRす
る記事を掲載し、8
月にＰＲチラシの
町内会回覧を行
い、民生委員活動
を周知した。

Ｂ

・困りごと等があっ
た場合に、民生委
員・児童委員、主
任児童委員に助
けを求めることが
できるよう、広報
上越に民生委員
の活動内容等を
PRする記事を掲
載するほか、町内
会を通じて、年1回
民生委員の活動
内容等を周知する
チラシの回覧を行
う。

・8月にＰＲチラシ
の町内会回覧を
行い、民生委員活
動を周知した。

Ｂ

・民生委員・児童
委員、主任児童委
員により、困りごと
のある人の日常
的な見守り活動が
継続されるよう、
広報上越に民生
委員の活動内容
等をPRする記事
を掲載するほか、
町内会を通じて、
年1回民生委員の
活動内容等を周
知するチラシの回
覧を行う。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

5 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

高齢者
支援課

・地域において、隣近所の住
民同士が困った時にSOSを出
し合い、相互に支援し合う関
係が構築されている状態。

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域の支援者
や関係者が情報
共有及び連携を
行う場を設置す
る。

・市内28地域自治
区に生活支援コー
ディネーターを配
置し、協議体会議
を開催すること
で、町内会長・民
生委員・老人会・
地域包括支援セン
ター等地域の支援
者や関係者が情
報共有を図り、連
携を図った。
　協議体の設置：
28地域自治区

Ｂ

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域の支援者
や関係者が情報
共有及び連携を
行う場を設置す
る。

・市内28地域自治
区に生活支援コー
ディネーターを配
置し、協議体会議
を開催すること
で、町内会長・民
生委員・老人会・
地域包括支援セン
ター等地域の支援
者や関係者が情
報共有を図り、連
携を図った。
　協議体の設置：
28地域自治区

Ｂ

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域の支援者
や関係者が情報
共有及び連携を
行う場を設置す
る。

同左

6 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

健康づ
くり推
進課

市民が相談の必要性を理解
し、必要に応じて助けを求めた
り、発信したりすることが出来
る状態。

・健康づくり推進
活動チーム研修
会や町内の健康
講座等で相談の
必要性を周知し、
市民意識の向上
を図る。

・健康づくり推進
活動チーム研修
会や町内の健康
講座等、様々な機
会を通じて相談・
支援に関する周知
を行った。

Ｂ

・健康づくり推進
活動チーム研修
会や町内の健康
講座等で相談の
必要性を周知し、
市民意識の向上
を図る。

・健康講座や民生
委員ブロック別研
修等、様々な機会
を通じて相談・支
援に関する周知を
行った。

Ｂ

・健康づくり推進
活動チーム研修
会や町内の健康
講座等で相談の
必要性を周知し、
市民意識の向上
を図る。

同左

7 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

こども
課

児童の虐待などを発見した場
合に、ただちに近所の人や民
生委員・児童委員、主任児童
委員、行政などに助けを求め
ることができる状態。

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座を通じ、児童虐
待を発見した場合
の対応など周知す
る。

・広報Jステーショ
ンでの広報
（11/20）及び地域
における権利講座
（6回）を通じ、児
童虐待を発見した
場合の対応など
周知することがで
きた。

Ｂ

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座を通じ、児童虐
待を発見した場合
の対応など周知す
る。

・広報Jステーショ
ンでの広報
（11/24）及び権利
講座のほか、ダブ
ルリボンキャン
ペーンを通じて、
児童虐待を発見し
た場合の対応な
ど、広く周知するこ
とができた。

Ｂ

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座を通じ、児童虐
待を発見した場合
の対応など周知す
る。

同左

8 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

保育課

児童の虐待を発見した場合
に、ただちに近所の人や民生
委員・児童委員、主任児童委
員、行政などに助けを求める
ことができる状態

・市のホームペー
ジを通じ、児童虐
待を発見した場合
の対応などを掲載
する。

・ホームページの
掲載に替わり、保
護者に対し、児童
虐待への不安や
育児での困りごと
等について、園や
行政にいつでも相
談できることを周
知した。

Ｂ

・市のホームペー
ジ等を通じ、児童
虐待を発見した場
合の対応などを掲
載する。

・園だよりや保護
者会等の機会を
通して、保護者に
対し、児童虐待へ
の負担や育児で
の困りごと等につ
いて、園や行政に
いつでも相談でき
ることを周知した。

Ｂ

・園だより等を通
じ、児童虐待を発
見した場合の対応
などを掲載する。

同左
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実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要
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番
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令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

9 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

虐待を受けた当事者やその周
りにいる人が、虐待を理解し、
虐待が起こった時に、速やか
に関係機関に支援を求めるこ
とができる状態

虐待防止に関わる関係機関
が、市民からの虐待に関する
発信を的確に受け止め、虐待
の早期発見・早期支援ができ
ている状態

・広報やFM放送
等を通して、虐待
防止に関する啓発
を行う。
・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・市民に向けてＦＭ
や広報上越で児童
虐待の防止に関す
る周知を図った。
・小学校から高等学
校までの保護者等
へ相談窓口を記載
したチラシ等を配布
した。
・平成31年4月、す
こやかなくらし包括
支援センターを木
田庁舎から福祉の
拠点である福祉交
流プラザに移転し、
専門職を集約した
ほか、関係機関と
一層の連携を図り、
相談支援体制を強
化した。

Ｂ

・広報やFM放送
等を通して、虐待
防止に関する啓発
を行う。
・関係機関と連携
し、虐待の早期発
見・早期支援につ
なげるため、研修
等を実施する。

・市民に向けてＦＭや
広報上越で児童虐待
の防止に関する周知
を図った。
・小学校から高等学校
までの子どもとその保
護者へすこやかなくら
し包括支援センターの
相談窓口を周知するチ
ラシ等を配布した。
・子どもたちが虐待に
ついて理解し、困った
時に助けを求められる
よう、市内の小中学
校、高校等に通う児
童・生徒に「虐待防止
啓発リーフレット」を配
布した。
・地域包括支援セン
ター職員を対象に障害
者・高齢者虐待への対
応研修を実施した。

Ｂ

・広報やFM放送等
を通して、市民に向
けて虐待防止に関
する啓発を行う（ヤ
ングケアラーに関す
る啓発を含む）。
・関係機関と連携
し、虐待の早期発
見・早期支援につな
げるため、研修等を
実施する。
（地域包括支援セン
ター職員や民生委
員・児童委員等へ
の研修内容にヤン
グケアラーの対応
を含める。）

同左

10 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

④助けを求
めることが
できる市民
意識の向上

市民が困り事がある場合のほ
か、児童・障害者・高齢者の虐
待などを発見した場合に、近
所の人や民生委員・児童委
員、主任児童委員、行政など
に助けを求めることができるよ
う、広報上越などの媒体やす
こやかサロンなどの機会を通
じて、市民意識の向上を図り
ます。

こども
発達支
援セン
ター

子どもの発達に不安や悩みを
抱える保護者が、子どもの特
性に気づき、こども発達支援
センターに相談できる状態

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、子
どもの関わり方を
一緒に考えなが
ら、助言等を行っ
た。
・保育園や幼稚園
等の全園を対象
に巡回相談を実
施し、支援が必要
な子どもについ
て、必要に応じ
て、こども発達支
援センターの相談
や療育につなげ
た。

Ｂ

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、子
どもの関わり方を
一緒に考えなが
ら、助言等を行っ
た。
・保育園や幼稚園
等の全園を対象
に巡回相談を実
施し、支援が必要
な子どもについ
て、こども発達支
援センターの相談
や療育につなげ
た。

Ｂ

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

同左
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11 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

⑤相談窓口
の周知

個人の状況に応じて適切な相
談窓口が選択できるよう、広
報上越などの媒体やすこやか
サロンなどの機会を通じて、相
談窓口を周知します。

高齢者
支援課

・個々の状況に応じた適切な
相談先が市民に周知されてい
る状態。

・全ての地域自治
区において、すこ
やかサロンを開催
し、参加者に対し
相談窓口を周知
する。

・市内28地域自治
区においてサロン
や介護予防教室
等の通いの場で、
参加者に対し地域
包括支援センター
などの相談窓口を
周知した。
・通いの場：
延べ実施回数　
3,414回
延べ参加者数　
41,721人

Ｂ

・全ての地域自治
区において、すこ
やかサロンを開催
し、参加者に対し
相談窓口を周知
する。

・市内28地域自治
区においてサロン
や介護予防教室
等の通いの場で、
参加者に対し地域
包括支援センター
などの相談窓口を
周知した。
・通いの場：
延べ実施回数
2,554回
延べ参加者数
24,373人

Ｂ

・全ての地域自治
区において、すこ
やかサロンを開催
し、参加者に対し
相談窓口を周知
する。

同左

12 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

⑤相談窓口
の周知

個人の状況に応じて適切な相
談窓口が選択できるよう、広
報上越などの媒体やすこやか
サロンなどの機会を通じて、相
談窓口を周知します。

健康づ
くり推
進課

市民が必要に応じて、適切な
相談窓口が選択できる状態。

・広報上越や市
ホームページ等に
て相談窓口を周知
する。

・広報上越等の周
知媒体やすこやか
サロン等、様々な
機会で相談窓口
の周知を行った。

Ｂ

・広報上越や市
ホームページ等に
て相談窓口を周知
する。

・広報上越や市
ホームページに掲
載したほか、相談
窓口の周知チラシ
を関係各課の窓
口に設置する等に
より周知を行っ
た。

Ｂ

・広報上越や市
ホームページ等に
て相談窓口を周知
する。

同左

13 16
基本
目標1

⑴ きめ
細かい
相談・支
援体制
の強化

⑤相談窓口
の周知

個人の状況に応じて適切な相
談窓口が選択できるよう、広
報上越などの媒体やすこやか
サロンなどの機会を通じて、相
談窓口を周知します。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

すこやかなくらし包括支援セン
ター及び市内11の地域包括支
援センターにおいて、高齢者
や障害のある人、生活困窮者
等の相談に対応し、相談者が
必要な支援に繋がる状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・平成31年4月、す
こやかなくらし包
括支援センターを
木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、専門職を集
約するとともに、こ
ども発達支援セン
ターや関係機関と
一層の連携を図る
ことで、専門的か
つ総合的な相談
支援体制を行える
体制を整えた。
広報上越や市
ホームページを通
して、相談窓口を
周知した。

Ｂ

・地域における高
齢者の総合窓口
である地域包括支
援センターの業務
に障害のある人や
生活困窮者等の
相談対応を付加
し、相談機能の強
化を図る。
・広報上越や市
ホームページを通
して、相談窓口を
周知する。

・令和2年4月から、
市内11の地域包括
支援センター（サテ
ライトを含めると20）
に、障害のある人
や生活困窮者等の
相談機能を付加す
ることで、身近な地
域において複合的
な相談を一体的に
受けることが可能と
なった。
・広報上越やホー
ムページ、地域包
括支援センターの
訪問活動等を通し
て、相談窓口を周
知した。

Ｂ

・広報上越や市
ホームページを通
して、相談窓口を
周知する。

同左
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Ｄ：実施に至らず

14 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

①子どもや
高齢者を対
象にした見
守り活動の
継続

民生委員・児童委員、主任児
童委員、青少年健全育成委
員、町内会、老人クラブ、地域
見守り協力事業所と連携し、
子どもや高齢者への日常的な
見守り活動を継続します。

福祉課
地域において、子どもや高齢
者への日常的に見守り活動が
行われている状態。

市民児協連が主
催する研修会等に
おいて、見守り活
動の重要性につ
いて説明を行い、
民生委員等に対し
て見守り活動に係
る意識付けを行う
ことで、民生委員
等の主体的な見
守り活動を促進す
る。

12月開催の新任
研修及び2月開催
の全体研修にて
見守り活動につい
て説明を行い、見
守り活動の重要性
について委員に意
識付けを行うこと
ができた。

Ｂ

市民児協連が主
催する研修会等に
おいて、見守り活
動の重要性につ
いて説明を行い、
民生委員等に対し
て見守り活動に係
る意識付けを行う
ことで、民生委員
等の主体的な見
守り活動を促進す
る。

11月開催のブロッ
ク研修会では、引
きこもりをテーマと
し見守り活動での
気づきが援助に繋
がるという内容か
ら、見守り活動の
重要性について委
員に意識付けを行
うことができた。

Ｂ

市民児協連が主
催する研修会等に
おいて、見守り活
動の重要性につ
いて説明を行い、
民生委員等に対し
て見守り活動に係
る意識付けを行う
ことで、民生委員
等の主体的な見
守り活動を促進す
る。

同左

15 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

①子どもや
高齢者を対
象にした見
守り活動の
継続

民生委員・児童委員、主任児
童委員、青少年健全育成委
員、町内会、老人クラブ、地域
見守り協力事業所と連携し、
子どもや高齢者への日常的な
見守り活動を継続します。

高齢者
支援課

・各地域の実情にあわせた形
での見守り支援活動の充実に
ついて検討がなされ、より効果
的な地域単位での日常的な見
守り活動が行われている状
態。

・各地域の実情に
あわせた形での見
守り支援活動の充
実について検討
し、より効果的な
地域単位での日
常的な見守り支援
活動を促進する。

・各地域の実情に
あわせた見守り活
動が行われるよ
う、地域に出向い
て働きかけを行っ
たことで、一部地
域において地域全
体で高齢者を見守
る意識を醸成する
ための学習会が
開かれるなど、新
たな見守り活動の
実施に向けた動き
につなげた。

Ｂ

・各地域の実情に
あわせた形での見
守り支援活動の充
実について検討
し、より効果的な
地域単位での日
常的な見守り支援
活動を促進する。

・各地域の実情に
あわせた見守り活
動が行われるよ
う、地域に出向い
て働きかけを行っ
た。
（地域ケア推進会
議、民生委員地区
協議会等10会場）

Ｂ

・各地域の実情に
あわせた形での見
守り支援活動の充
実について検討
し、より効果的な
地域単位での日
常的な見守り支援
活動を促進する。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

16 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

①子どもや
高齢者を対
象にした見
守り活動の
継続

民生委員・児童委員、主任児
童委員、青少年健全育成委
員、町内会、老人クラブ、地域
見守り協力事業所と連携し、
子どもや高齢者への日常的な
見守り活動を継続します。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

高齢者が支援が必要となった
時に適切な支援が受けられる
よう、地域において見守り活動
が行われている状態

市民が児童虐待が疑われる
事案を発見した時に、関係機
関に連絡する状態

・地域の関係者が
集まり、地域の見
守り等について話
し合う地域ケア推
進会議を開催す
る。
・広報や市ホーム
ページ等を通し
て、児童虐待の防
止について周知
し、地域全体で、
児童虐待に関する
理解を深め、子ど
もを見守る体制を
整える。

・地域の見守りを
テーマとした地域
ケア推進会議を地
域包括支援セン
ターごとに開催し、
地域のネットワー
クづくりを進めた。
・広報上越や市
ホームページを活
用し、児童虐待の
防止について周知
した。
・申し出のあった
町内会や保育園、
小中学校のPTAを
対象に「子どもの
虐待予防出前講
座」を開催した。

Ｂ

・地域の関係者が
集まり、地域の見
守り等について話
し合う地域ケア推
進会議を開催す
る。
・広報や市ホーム
ページ等を通し
て、児童虐待の防
止について周知
し、地域全体で、
児童虐待に関する
理解を深め、子ど
もを見守る体制を
整える。

・地域包括支援セン
ターごとに地域ケア
推進会議を開催し、
民生委員や町内会
長、介護関係事業
所、見守り協力事
業所、行政などが
参集して、地域で高
齢者を見守る体制
づくりについて、情
報共有や役割分担
の確認を行った。
・広報上越や市
ホームページ等を
活用し、児童虐待
の防止について周
知したほか、市内
の保育園や小中学
校等の職員を対象
に虐待対応研修を
開催し、意識啓発を
図った。

Ｂ

・地域の関係者が
集まり、地域の見
守り等について話
し合う地域ケア推
進会議を開催す
る。
・広報や市ホーム
ページ等を通し
て、児童虐待の防
止について周知
し、地域全体で、
児童虐待に関する
理解を深め、子ど
もを見守る体制を
整える。

同左

17 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

①子どもや
高齢者を対
象にした見
守り活動の
継続

民生委員・児童委員、主任児
童委員、青少年健全育成委
員、町内会、老人クラブ、地域
見守り協力事業所と連携し、
子どもや高齢者への日常的な
見守り活動を継続します。

社会教
育課

市街地及びゲームセンター等
の定期的な街頭指導を実施
し、非行・犯罪防止及び被害
防止の声かけ活動を行う。

・街頭指導、青パ
ト巡回指導の実施
（年間215回）
・積極的な声かけ
活動（年間8,000人
以上）

・街頭指導、青パ
ト巡回指導：年間
234回実施
・声かけ：年間
11,286人に実施

Ｂ

・街頭指導、青パ
ト巡回指導の実施
（年間170回）
・積極的な声かけ
活動（年間7,000人
以上）

・街頭指導、青パ
ト巡回指導：年間
133回実施
・声かけ活動：年
間9,658人に実施
新型コロナウイル
ス感染症拡大防
止(4～6月)及び豪
雪(1月)のため、街
頭指導等が実施
できなかった期間
があったが、その
他の期間に声か
け活動や巡回指
導の回数を増加さ
せ、見守り活動を
継続して実施し
た。

Ｂ

・街頭指導、青パ
ト巡回指導の実施
（年間170回）
・積極的な声かけ
活動（年間7,000人
以上）

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

18 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

②障害のあ
る人や子育
てをしてい
る人などへ
の見守り活
動の推進

民生委員・児童委員や、主任
児童委員、町内会などと連携
し、障害のある人や子育てをし
ている人などへの見守り活動
を推進します。
また、保育園やこどもセンター
などにおける子ども等の様子
から、気になるところが見受け
られる場合は、保育園などの
職員が声掛けを行ったり、乳
幼児健診の機会を利用した相
談会を開催したりするなど、子
育てをしている人の困り事や
不安の解消を図ります。

福祉課

地域において、障害のある人
や子育てをしている人などへ
の日常的に見守り活動が行わ
れている状態。

・市民児協連が主
催する研修会等に
おいて、見守り活
動の重要性につ
いて説明を行い、
民生委員等に対し
て見守り活動に係
る意識付けを行う
ことで、民生委員
等の主体的な見
守り活動を促進す
る。

・12月開催の新任
研修及び2月開催
の全体研修にて
見守り活動につい
て説明を行い、見
守り活動の重要性
について委員に意
識付けを行うこと
ができた。

Ｂ

・市民児協連が主
催する研修会等に
おいて、見守り活
動の重要性につ
いて説明を行い、
民生委員等に対し
て見守り活動に係
る意識付けを行う
ことで、民生委員
等の主体的な見
守り活動を促進す
る。

・11月開催のブ
ロック研修会で
は、引きこもりを
テーマとし見守り
活動での気づきが
援助に繋がるとい
う内容から、見守
り活動の重要性に
ついて委員に意識
付けを行うことが
できた。

Ｂ

・民生委員等に対
して見守り活動に
係る意識付けを行
うことで、民生委
員等の主体的な
見守り活動を促進
する。

同左

19 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

②障害のあ
る人や子育
てをしてい
る人などへ
の見守り活
動の推進

民生委員・児童委員や、主任
児童委員、町内会などと連携
し、障害のある人や子育てをし
ている人などへの見守り活動
を推進します。
また、保育園やこどもセンター
などにおける子ども等の様子
から、気になるところが見受け
られる場合は、保育園などの
職員が声掛けを行ったり、乳
幼児健診の機会を利用した相
談会を開催したりするなど、子
育てをしている人の困り事や
不安の解消を図ります。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

関係機関の支援を通して、子
育てに不安や負担感を抱える
保護者が、相談窓口につなが
る状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・平成31年4月、す
こやかなくらし包
括支援センターを
木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、専門職を集
約するとともに、こ
ども発達支援セン
ターや関係機関と
一層の連携を図る
ことで、専門的か
つ総合的な相談
支援体制を行える
体制を整えた。

Ｂ

・すこやかなくらし
包括支援センター
において、子育て
に不安や負担感
を抱える保護者の
相談に対応する。

・すこやかなくらし
包括支援センター
において、子育て
に不安や負担感
を抱える保護者の
相談を受けるとと
もに、保育園や学
校等と連携し、必
要な支援を行っ
た。

Ｂ

・すこやかなくらし
包括支援センター
において、子育て
に不安や負担感
を抱える保護者の
相談に対応する。

同左

20 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

②障害のあ
る人や子育
てをしてい
る人などへ
の見守り活
動の推進

民生委員・児童委員や、主任
児童委員、町内会などと連携
し、障害のある人や子育てをし
ている人などへの見守り活動
を推進します。
また、保育園やこどもセンター
などにおける子ども等の様子
から、気になるところが見受け
られる場合は、保育園などの
職員が声掛けを行ったり、乳
幼児健診の機会を利用した相
談会を開催したりするなど、子
育てをしている人の困り事や
不安の解消を図ります。

保育課

国と各関係機関との切れ目の
ない支援の中で連携を継続さ
せ、子どもの健やかな成長を
促すことができる状態

・保護者と支援機
関の橋渡しや気に
なる子への専門的
な保育を行い、保
護者の相談に対し
必要な助言を行
う。

・保育園での専門
性を生かし、園児
や地域で子育てを
している保護者の
相談に対応するこ
とで、子育てに対
する不安の軽減
が図られた。

Ｂ

・保護者と支援機
関の橋渡しや気に
なる子への専門的
な保育を行い、保
護者の相談に対し
必要な助言を行
う。

・保育園での専門
性を生かし、園児
や地域で子育てを
している保護者の
相談に対応するこ
とで、子育てに対
する負担の軽減
が図られた。

Ｂ

・保護者と支援機
関の橋渡しや気に
なる子への専門的
な保育を行い、保
護者の相談に対し
必要な助言を行
う。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要
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番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

21 17
基本
目標1

⑵地域
におけ
る見守り
活動の
充実

②障害のあ
る人や子育
てをしてい
る人などへ
の見守り活
動の推進

民生委員・児童委員や、主任
児童委員、町内会などと連携
し、障害のある人や子育てをし
ている人などへの見守り活動
を推進します。
また、保育園やこどもセンター
などにおける子ども等の様子
から、気になるところが見受け
られる場合は、保育園などの
職員が声掛けを行ったり、乳
幼児健診の機会を利用した相
談会を開催したりするなど、子
育てをしている人の困り事や
不安の解消を図ります。

こども
課

こどもセンター及び子育てひろ
ばで子育て相談会を実施し、
子育てに関する不安感等を緩
和することができる状態。

・こどもセンター及
び子育てひろばで
子育て相談会を実
施する。

・各施設において
日々相談しやすい
環境づくりと受け
入れを行ってき
た。
・専門的な相談も
受けられるよう、
栄養士や保健師
など専門職による
相談日を定期的
に設け、子育てに
関する不安等の
解消につなげるこ
とができた。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばで
子育て相談会を実
施する。

・各施設において
日々相談しやすい
環境づくりと受け
入れを行ってき
た。
・専門的な相談も
受けられるよう、
栄養士や保健師
など専門職による
相談日を定期的
に設け、子育てに
関する不安等の
解消につなげるこ
とができた。
・コロナ禍の影響
を踏まえ、オンライ
ンによる相談窓口
も開設した。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばに
おいて、子育て親
子の相談に応じ、
子育て相談会を実
施することで悩み
や不安の解消を
図る。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

22 18
基本
目標1

⑶健康
づくりの
推進に
向けた
自発的
な取組
の促進

①健康づく
り活動の推
進

市民が生涯を通じて、生活習
慣病の発症予防と重症化予防
に主体的に取り組めるよう支
援します。

健康づ
くり推
進課

市民が生涯を通じて、生活習
慣病の発症予防と重症化予防
に主体的に取り組んでいる状
態。

・市民が生涯を通
じて、生活習慣病
の発症予防と重症
化予防に主体的
に取り組めるよう、
各ライフステージ
において個別保健
指導を中心とした
支援を行う。

・市民が生涯を通
じて、生活習慣病
の発症予防と重症
化予防に主体的
に取り組めるよう、
各ライフステージ
において個別保健
指導を中心とした
支援を行った。

Ｂ

・市民が生涯を通
じて、生活習慣病
の発症予防と重症
化予防に主体的
に取り組めるよう、
各ライフステージ
において個別保健
指導を中心とした
支援を行う。

・市民が生涯を通
じて、生活習慣病
の発症予防と重症
化予防に主体的
に取り組めるよう、
各ライフステージ
において個別保健
指導を中心とした
支援を計画してい
たが、新型コロナ
ウイルス感染症の
影響で一部実施を
見合わせ、規模を
縮小して実施し
た。

Ｂ

・市民が生涯を通
じて、生活習慣病
の発症予防と重症
化予防に主体的
に取り組めるよう、
各ライフステージ
において個別保健
指導を中心とした
支援を行う。

同左

23 18
基本
目標1

⑶健康
づくりの
推進に
向けた
自発的
な取組
の促進

②子どもの
頃からの生
活習慣病予
防の取組の
推進

子どもの肥満の早期発見と生
活習慣病予防のため、保護者
が子どもの発育を確認する取
組を乳幼児期から継続して実
施するとともに、保育園や小中
学校における保健活動の充実
を図ります。

健康づ
くり推
進課

乳幼児や保育園、学童期の子
どもの肥満の早期発見と生活
習慣病予防のため、保護者や
子どもが発育を確認し、生活
習慣の振り返りに取組んでい
る状態。

・保護者や子供
が、個人の体に
合った栄養と運動
について理解し、
生活習慣の改善
について主体的に
取り組めるよう、
乳幼児健診や保
育園等での成長
曲線を活用した保
健指導、小中学校
血液検査事業に
おける事前事後指
導等を行う。

・保護者や子ども
が自身の体にあっ
た栄養や運動に
ついて理解し、生
活習慣の改善に
ついて主体的に取
り組めるよう、乳
幼児健診・保育園
等での個別保健
指導、小中学校血
液検査での保健
指導を実施した。

Ｂ

・保護者や子供
が、個人の体に
合った栄養と運動
について理解し、
生活習慣の改善
について主体的に
取り組めるよう、
乳幼児健診や保
育園等での成長
曲線を活用した保
健指導、小中学校
血液検査事業に
おける事前事後指
導等を行う。

・乳幼児・保育園・
学童期の子どもの
肥満の早期発見と
生活習慣病予防
についての取組を
計画していたが、
新型コロナウイル
ス感染症の影響
により一部内容変
更等を行いなが
ら、乳幼児健診・
保育園・小中学校
血液検査での保
健指導を実施し
た。

Ｂ

・保護者や子供
が、個人の体に
合った栄養と運動
について理解し、
生活習慣の改善
について主体的に
取り組めるよう、
乳幼児健診や保
育園等での成長
曲線を活用した保
健指導、小中学校
血液検査事業に
おける事前事後指
導等を行う。

同左

24 18
基本
目標1

⑶健康
づくりの
推進に
向けた
自発的
な取組
の促進

②子どもの
頃からの生
活習慣病予
防の取組の
推進

子どもの肥満の早期発見と生
活習慣病予防のため、保護者
が子どもの発育を確認する取
組を乳幼児期から継続して実
施するとともに、保育園や小中
学校における保健活動の充実
を図ります。

保育課

肥満の始まりにいち早く気づく
ように、保護者への啓発を行
い、保育園での継続的な体力
づくりを推進しながら、保護者
と保育園が共に成長を確認し
ながら解決策を見出せる状
態。

・乳幼児期の成長
の変化を保護者と
保育園で「成長曲
線」で確認する。ま
た、各保育園で生
活習慣病予防や
体力づくりのため
の運動あそびを実
施する。

・乳幼児期の成長
の変化を保護者と
保育園で「成長曲
線」で確認した。ま
た、各保育園で生
活習慣病予防や
体力づくりのため
の運動あそびを実
施した。

Ｂ

・「成長曲線及び
肥満度」について
保護者と共に共有
し合い、家庭と保
育園での運動あそ
びの実践を継続
的に行う。

・乳幼児期の成長
の変化を保護者と
保育園で「成長曲
線及び肥満度」で
確認した。また、
各保育園で生活
習慣病予防や体
力づくりのための
運動あそびを実施
した。

Ｂ

・「成長曲線」及び
「肥満度」について
保護者と共に共有
し合い、家庭と保
育園での運動あそ
びの実践を継続
的に行う。

・成長の変化を保
護者と保育園で共
有し、その子ども
に適した予防をす
る。
家庭と保育園での
運動あそびの実
践を継続的に行
う。
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

25 18
基本
目標1

⑶健康
づくりの
推進に
向けた
自発的
な取組
の促進

③自殺予防
の取組の推
進

地域や関係機関とのネット
ワークによる「気づき・傾聴・つ
なぐ・見守る」体制を基盤に、
自殺予防に対する市民意識の
向上を図ります。
医療機関や関係機関と連携
し、自殺未遂を繰り返すことを
防ぐための仕組みづくりに取り
組むとともに、遺族の支援や
自殺ハイリスク者の対策を進
めます。
仕事や家庭におけるストレス
を抱えやすい壮年期や、身体
機能の低下から生じる不安を
感じやすい高齢期など、妊娠・
出産期、思春期・青年期を含
めた各ライフステージにおける
課題に応じた自殺予防対策を
推進します。

健康づ
くり推
進課

30地区が「気づき・傾聴・つな
ぐ・見守る」体制づくり活動を
継続実施している状態。
妊娠・出産期の課題に応じた
自殺予防対策が推進されてい
る状態。

・30地区において
「気づき・傾聴・つ
なぐ・見守る」体制
づくり活動を実施
する。
・妊娠・出産期の
マタニティブルー
や産後うつ病等の
対象者に自殺予
防対策を行ってい
く。

・30地区において「気
づき・傾聴・つなぐ・見
守る」体制づくり活動
を計画。24地区は実
施できたが、6地区が
新型コロナウイルス
の影響で中止となっ
た。
・母子手帳交付やす
くすくあかちゃんセミ
ナーにおいてマタニ
ティブルーや産後う
つの情報提供を行う
とともに相談先を紹
介した。新生児訪問
では、エジンバラ産
後うつ病質問票を用
いて産後の状態を把
握し、産後うつ病が
疑われる人には再訪
問等のフォローを
行った。

Ｃ

・30地区において
「気づき・傾聴・つ
なぐ・見守る」体制
づくり活動を実施
する。
・妊娠・出産期の
マタニティブルー
や産後うつ病等の
対象者に自殺予
防対策を行ってい
く。

・30地区で計画予定
であった「気づき・傾
聴・つなぐ・見守る」
体制づくり活動は20
地区で実施したが、
新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、10地区で実施で
きなかった。
・母子手帳交付やす
くすくあかちゃんセミ
ナーにおいてマタニ
ティブルーや産後う
つの情報提供を行う
とともに相談先を紹
介した。新生児訪問
では、エジンバラ産
後うつ病質問票を用
いて産後の状態を把
握し、産後うつ病が
疑われる人には再訪
問等のフォローを
行った。

Ｃ

・30地区において
「気づき・傾聴・つ
なぐ・見守る」体制
づくり活動を実施
する。
・妊娠・出産期の
マタニティブルー
や産後うつ病等の
対象者に自殺予
防対策を行ってい
く。

同左

26 18
基本
目標1

⑶健康
づくりの
推進に
向けた
自発的
な取組
の促進

③自殺予防
の取組の推
進

地域や関係機関とのネット
ワークによる「気づき・傾聴・つ
なぐ・見守る」体制を基盤に、
自殺予防に対する市民意識の
向上を図ります。
医療機関や関係機関と連携
し、自殺未遂を繰り返すことを
防ぐための仕組みづくりに取り
組むとともに、遺族の支援や
自殺ハイリスク者の対策を進
めます。
仕事や家庭におけるストレス
を抱えやすい壮年期や、身体
機能の低下から生じる不安を
感じやすい高齢期など、妊娠・
出産期、思春期・青年期を含
めた各ライフステージにおける
課題に応じた自殺予防対策を
推進します。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

関係機関と連携を図り、自殺
リスクのある人を早期に発見
し、適切な支援につなげること
ができている状態。

・自殺予防対策連
携会議等を開催
し、関係機関と役
割分担や課題等
を確認する。
・未遂者・希死念
慮者への個別支
援などを通して、
再企図を防止す
る。

・自殺予防対策連
携会議等を開催
し、関係機関と役
割分担や課題等
を確認した。
・未遂者・希死念
慮者への個別支
援を行った。

Ｂ

・自殺予防対策連
携会議等を開催
し、関係機関と役
割分担や課題等
を確認する。
・未遂者・希死念
慮者への個別支
援などを通して、
再企図を防止す
る。

・自殺予防対策連
携会議を8月と2月
に開催し、関係機
関と情報共有を行
うとともに役割分
担や課題等を確
認した。
・未遂者・希死念
慮者に対し、家族
や関係機関等と連
携を図りながら継
続的に支援を続
け、再企図の防止
に努めた。

Ｂ

・自殺予防対策連
携会議等を開催
し、関係機関と役
割分担や課題等
を確認する。
・未遂者・希死念
慮者への個別支
援などを通して、
再企図を防止す
る。
・学校の教員を対
象とした思春期自
殺予防研修会を
開催し、生きづら
さを抱える児童・
生徒への対応力
の向上を図る。

・自殺予防対策連
携会議等を開催
し、関係機関と役
割分担や課題等
を確認する。
・未遂者・希死念
慮者への個別支
援などを通して、
再企図を防止す
る。
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

27 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

①地域にお
ける居場所
づくりの推
進

こどもセンターを始めとする子
どもの遊びの場や、保護者同
士の子育てに関する情報交換
の場の提供のほか、障害のあ
る人の創作的活動や生産活
動の場等の確保など、個人が
地域とのつながりを築くことが
できる機会を提供することによ
り、地域における居場所づくり
を推進します。

こども
課

こどもセンター及び子育てひろ
ばにおいて、子どもの遊びの
場や保護者同士の交流、ネッ
トワークづくりの場を提供する
ほか、子育て支援情報の発信
や相談支援など子育て支援機
能の充実を図り、子育てに関
する不安感等を緩和すること
ができる状態。

・こどもセンター及
び子育てひろばを
運営し、子どもの
遊びの場や保護
者の交流の場を
提供する。

・地域の子育て支
援拠点として、乳
幼児と一緒に気軽
に遊べる場とし
て、また、保護者
同士の交流の場と
して提供すること
ができた。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばを
運営し、子どもの
遊びの場や保護
者の交流の場を
提供する。

・地域の子育て支
援拠点として、乳
幼児と一緒に気軽
に遊べる場とし
て、また、保護者
同士の交流の場と
して提供すること
ができた。
・地域団体が新規
開設を目指す子ど
も食堂に対し、必
要な情報提供や
立ち上げの支援を
行った。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばを
運営し、子どもの
遊びの場や保護
者の交流の場を
提供する。
・地域団体等が実
施する子ども食堂
などに対し、必要
な情報提供や運
営の支援を行う。

同左

28 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

①地域にお
ける居場所
づくりの推
進

こどもセンターを始めとする子
どもの遊びの場や、保護者同
士の子育てに関する情報交換
の場の提供のほか、障害のあ
る人の創作的活動や生産活
動の場等の確保など、個人が
地域とのつながりを築くことが
できる機会を提供することによ
り、地域における居場所づくり
を推進します。

福祉課
・障害のある人が社会から孤
立せず、地域とのつながりを
築いている状態。

・障害のある人の
日中活動の場とし
て、創作的活動や
生産活動等の場
を提供している地
域活動支援セン
ターに対し、補助
金を交付して運営
を支援することに
より、障害のある
人の居場所づくり
を推進する。

・障害のある人の
日中活動の場とし
て、創作的活動や
生産活動等の場
を提供している地
域活動支援セン
ターに対し、補助
金を交付して運営
を支援し、障害の
ある人の居場所づ
くりを推進した。

Ｂ

・障害のある人の
日中活動の場とし
て、創作的活動や
生産活動等の場
を提供している地
域活動支援セン
ターに対し、補助
金を交付して運営
を支援することに
より、障害のある
人の居場所づくり
を推進する。

・地域活動支援セ
ンターを運営する
法人に対して補助
金を交付し、障害
程度等の理由に
より、法定の給付
事業が利用できな
い障害のある人た
ちも含め、だれも
が自由に集うこと
ができる地域活動
支援センターの運
営を支援すること
により、障害のあ
る人の居場所づく
りを推進した。

Ｂ

・障害のある人の
居場所づくりを推
進するため、創作
的活動や生産活
動等の場機会を
提供している地域
活動支援センター
に対し、引き続き
補助金を交付して
運営を支援する。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

29 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

②高齢者の
介護予防や
生きがい・
居場所づく
りの推進

趣味講座を始め、作品展やス
ポーツ大会、すこやかサロン
などの開催を通じて、生きが
い・居場所づくりを推進しま
す。
高齢者が生活習慣病などによ
り、介護が必要な状態に移行
することを予防するため、保健
師等の訪問による個別指導を
始め、介護予防に必要な知識
の普及や、すこやかに老いる
ための今後の人生を考える啓
発講座等を実施します。

高齢者
支援課

・高齢者の有する豊かな知識
や経験、技能などが地域づくり
に生かされ、活力ある地域の
推進役を担う高齢者の活動と
活躍の場が創出されている状
態。

・介護状態になるリスクのある
高齢者が介護予防に必要な
知識を持ち、自らの生活改善
が図られている状態。

・趣味講座やシニア
作品展、シニアス
ポーツ大会やシニア
ゲートボール大会を
開催し、高齢者同士
の交流を促進するこ
とで、生きがいづくり
と活躍の場の創出を
図る。
・全ての地域自治区
において、高齢者の
閉じこもり予防や地
域住民との交流、生
きがいづくりを目的と
したすこやかサロン
を実施する。
・理学療法士や健康
運動指導士などによ
る運動指導や脳トレ
を行う介護予防教室
を実施する。

・高齢者の生きがいと健康
づくりのための趣味講座や
作品展、スポーツ大会等を
実施した。：高齢者趣味講
座延べ受講者数11,266人/
シニアセンター入館者数
14,099人/シニア作品展出
展404点来場者1,864人/シ
ニアスポーツ大会13地区で
実施3,330人/シニアゲート
ボール大会等7 6地区で開
催587人

・市内28地域自治区におい
てサロンや介護予防教室
等の通いの場で、参加者に
対し地域包括支援センター
などの相談窓口を周知し
た。
　通いの場：
延べ実施回数　3,414回
延べ参加者数　41,721人

通いの場のうち、介護予防
教室：
延べ実施回数　1,222回
延べ参加者数　16,907人

Ｂ

・趣味講座やシニア
作品展、シニアス
ポーツ大会やシニア
ゲートボール大会を
開催し、高齢者同士
の交流を促進するこ
とで、生きがいづくり
と活躍の場の創出を
図る。
・全ての地域自治区
において、高齢者の
閉じこもり予防や地
域住民との交流、生
きがいづくりを目的と
したすこやかサロン
を実施する。
・理学療法士や健康
運動指導士などによ
る運動指導や脳トレ
を行う介護予防教室
を実施する。

・高齢者の生きがいづく
りと健康増進のための趣
味講座や作品展、ス
ポーツ大会を実施し
た。：高齢者趣味講座延
べ受講者数5,194人/シ
ニアセンター入館者数
10,084人/シニア作品展
出展315点来場者851人
/シニアスポーツ大会2地
区で実施134人

・市内28地域自治区にお
いてサロンや介護予防
教室等の通いの場で、
参加者に対し地域包括
支援センターなどの相談
窓口を周知した。
　通いの場：
延べ実施回数2,554回
延べ参加者数24,373人

通いの場のうち、介護予
防教室：
延べ実施回数1,018回
延べ参加者数10,880人

Ｂ

・趣味講座やシニア
作品展、シニアス
ポーツ大会やシニア
ゲートボール大会を
開催し、高齢者同士
の交流を促進するこ
とで、生きがいづくり
と活躍の場の創出を
図る。
・全ての地域自治区
において、高齢者の
閉じこもり予防や地
域住民との交流、生
きがいづくりを目的と
したすこやかサロン
を実施する。
・理学療法士や健康
運動指導士などによ
る運動指導や脳トレ
を行う介護予防教室
を実施する。

同左

30 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

②高齢者の
介護予防や
生きがい・
居場所づく
りの推進

趣味講座を始め、作品展やス
ポーツ大会、すこやかサロン
などの開催を通じて、生きが
い・居場所づくりを推進しま
す。
高齢者が生活習慣病などによ
り、介護が必要な状態に移行
することを予防するため、保健
師等の訪問による個別指導を
始め、介護予防に必要な知識
の普及や、すこやかに老いる
ための今後の人生を考える啓
発講座等を実施します。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

・今後の暮らし方や生き方、人
生などについて考える機会を
提供している状態

・すこやかに老い
るための市民講座
を開催し、今後の
人生を考える機会
を提供する。

・すこやかに老い
るための市民講座
を開催し、今後の
人生を考える機会
を提供した。
（実施回数112回
延べ参加人数834
人）

Ｂ

・すこやかに老い
るための市民講座
を開催し、今後の
人生を考える機会
を提供する。

・すこやかに老い
るための市民講座
を開催し、今後の
人生を考える機会
を提供した。なお、
新型コロナ感染症
拡大予防のため、
回数を減らすなど
の対応を図った上
で実施した。
（実施回数56回
延べ343人）

Ｃ

・医療や介護が必
要になった時を含
め、今後の暮らし
方や生き方、人生
について考える講
座等を実施する。

同左
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31 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

③外出機会
の確保

余暇活動や社会参加の機会
を提供するほか、高齢者の閉
じこもりによる体力低下や認知
症を予防するため、外出・移動
支援を行います。

高齢者
支援課

・高齢者の外出機会が確保さ
れ、閉じこもりによる体力低下
や認知症予防が図られている
状態。

・シニアパスポート
事業による温浴施
設等の利用を通じ
た外出のきっかけ
の提供や高齢者
外出支援事業（タ
クシー・バス利用
券交付）により、高
齢者に外出を促
し、閉じこもりと体
力低下等を予防
する。

（ｼﾆｱﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ）
・シニアパスポート対
象施設利用時に、半
額相当を減免するこ
とで、高齢者に外出
するきっかけを提供
した。（施設には市か
ら減免補てん金を交
付…
182,605件分40,339千
円
（外出支援事業）
・一定の要件を満た
した外出が困難な高
齢者に対し、年間
9,000円のタクシー・
バス券を交付するこ
とで外出を支援し閉
じこもりを予防した。

Ｂ

・シニアパスポート
事業による温浴施
設等の利用を通じ
た外出のきっかけ
の提供や高齢者
外出支援事業（タ
クシー・バス利用
券交付）により、高
齢者に外出を促
し、閉じこもりと体
力低下等を予防
する。

（ｼﾆｱﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ）
・シニアパスポートの
利用をきっかけに、
高齢者の交流活動
や健康維持を促し
た。（施設には市から
補填金を交付…
112,912件分25,198千
円）
（外出支援事業）
・一定の要件を満た
した外出が困難な高
齢者に対し、年間
9,000円のタクシー・
バス券を交付するこ
とで外出を支援し閉
じこもりを予防した。
（発券者数2,562人）

Ｂ

・シニアパスポート
事業による温浴施
設等の利用を通じ
た外出のきっかけ
の提供や高齢者
外出支援事業（タ
クシー・バス利用
券交付）により、高
齢者に外出を促
し、閉じこもりと体
力低下等を予防
する。

同左

32 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

④高齢者や
障害のある
人等の雇用
機会の確保

高齢者や障害のある人等が
個々の能力を生かしながら働
くことのできる雇用環境を整え
るため、事業者への意識啓発
や雇用促進につながる施策を
推進します。

産業政
策課

事業者が障害のある人への
理解を示し、障害のある人の
雇用促進に向けて積極的な採
用を行っている状態。

・障害者合同就職
面接会を開催
・障害者雇用啓発
チラシの配布
・障害者多数雇用
事業者の優遇措
置を実施

・令和元年10月１
７日、令和2年2月
19日に障害者合
同就職面接会を
開催した。
・障害者雇用啓発
チラシを市内事業
所に配布した。
・市の物品購入、
役務提供の業務
委託において障害
者多数雇用事業
者の優遇措置を
実施した。

Ｂ

・障害者合同就職
面接会を開催
・障害者雇用啓発
チラシの配布
・障害者多数雇用
事業者の優遇措
置を実施

・令和2年10月8
日、令和3年2月18
日に障害者合同
就職面接会を開
催した。
・障害者雇用啓発
チラシを市内事業
所に配布した。
・市の物品購入、
役務提供の業務
委託において障害
者多数雇用事業
者の優遇措置を
実施した。

Ｂ

・障害者合同就職
面接会を開催
・障害者雇用啓発
チラシの配布
・障害者多数雇用
事業者の優遇措
置を実施

同左

33 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

⑤高齢者や
障害のある
人等の就労
支援

高齢者や就職を希望する障害
のある人等が就労できるよう、
福祉事業所や障害者就業・生
活支援センター、シルバー人
材センター、ハローワーク等の
関係機関と連携し、本人の意
向や能力等に応じた就労や就
労後の職場定着に向けた取
組を進めます。

福祉課
・障害のある人が本人の特性
や能力等に応じて就労してい
る状態。

・障害者就業・生
活支援センターに
ジョブサポーター
を配置し、在宅で
生活している障害
のある人を対象
に、就労に向けた
支援及び職場定
着等の支援を行う
とともに、就労先
や実習先となる企
業の開拓を行う。

・在宅障害者の一
般就労に向けた
支援を行うため、
障害者就業・生活
支援センターに
ジョブサポーター
を引き続き配置
し、定着支援等の
サポートを継続し
て実施した。

Ｂ

・障害者就業・生
活支援センターに
ジョブサポーター
を配置し、在宅で
生活している障害
のある人を対象
に、就労に向けた
支援及び職場定
着等の支援を行う
とともに、就労先
や実習先となる企
業の開拓を行う。

・在宅障害者の一
般就労に向けた
支援を行うため、
障害者就業・生活
支援センターに
ジョブサポーター
を引き続き配置
し、定着支援等の
サポートを継続し
て実施するととも
に、就労先や実習
先の開拓に向け
て商工団体等へ
の働きかけを行っ
た。

Ｂ

・障害者就業・生
活支援センターに
ジョブサポーター
を配置し、在宅で
生活している障害
のある人を対象
に、就労に向けた
支援及び職場定
着等の支援を行う
とともに、就労先
や実習先となる企
業の更なる開拓を
行う。

同左
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34 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

⑤高齢者や
障害のある
人等の就労
支援

高齢者や就職を希望する障害
のある人等が就労できるよう、
福祉事業所や障害者就業・生
活支援センター、シルバー人
材センター、ハローワーク等の
関係機関と連携し、本人の意
向や能力等に応じた就労や就
労後の職場定着に向けた取
組を進めます。

高齢者
支援課

・就業を希望する高齢者に対
し、本人の意向や能力等に応
じた就業機会が提供されてい
る状態。

・高齢者に対し、
就業を通じて生き
がいの場を提供す
るシルバー人材セ
ンターを支援す
る。

・シルバー人材セ
ンターが行う高齢
者への就業機会
の提供を通じて、
活力ある地域づく
りの推進の一翼を
担う高齢者の活動
と活躍の場づくり
につながるよう支
援した。
　補助額：17,801
千円

Ｂ

・高齢者に対し、
就業を通じて生き
がいの場を提供す
るシルバー人材セ
ンターを支援す
る。

・シルバー人材セ
ンターへの支援を
通して、高齢者に
就労を通じた生き
がいづくりの場を
提供し、地域社会
を活性化した。
　補助額：17,801
千円

Ｂ

・シルバー人材セ
ンターへの支援を
通して、高齢者に
就労を通じた生き
がいづくりの場を
提供し、地域社会
を活性化する。

同左

35 20
基本
目標1

⑷生き
がい・居
場所づく
りの推
進と社
会参加
の促進

⑤高齢者や
障害のある
人等の就労
支援

高齢者や就職を希望する障害
のある人等が就労できるよう、
福祉事業所や障害者就業・生
活支援センター、シルバー人
材センター、ハローワーク等の
関係機関と連携し、本人の意
向や能力等に応じた就労や就
労後の職場定着に向けた取
組を進めます。

産業政
策課

障害者の法定雇用率（民間企
業）：2.2％以上を達成している
状態

・障害者資格取得
支援補助金の交
付

・障害者資格取得
支援補助を実施
し、16件93,550円
を補助した。

Ｂ
・障害者資格取得
支援補助金の交
付

・障害者資格取得
支援補助を実施
し、15件131,050円
を補助した。

Ｂ
・障害者資格取得
支援補助金の交
付

同左
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36 21
基本
目標1

⑸権利
擁護の
推進

①権利擁護
が必要な人
への取組の
推進

年齢や障害の有無、国籍など
に関わらず、市民が自分らし
い生活を送る権利が保障され
るよう、成年後見制度の周知
や子どもの権利チラシの配布
などの取組を進めます。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

成年後見制度などの支援を必
要とする人が、相談窓口につ
ながる状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・平成31年4月、す
こやかなくらし包
括支援センターを
木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、すこやかなく
らし包括支援セン
ターにおいて、権
利擁護に関する相
談について対応を
開始した。

Ｂ

・地域包括支援セ
ンターの相談機能
に、障害のある人
の権利擁護の相
談を付加する。

・令和2年4月か
ら、市内11の地域
包括支援センター
の相談機能に、障
害のある人の権
利擁護の相談を
付加し、相談窓口
の周知を行った。

Ｂ

・障害者福祉計画
及び介護保険事
業計画に基づき、
すこやかなくらし
包括支援センター
を成年後見制度
における地域の中
核的な機関として
位置付ける。

・障害者福祉計画
及び介護保険事
業計画に基づき、
関係機関と連携し
ながら成年後見制
度の利用促進を
図る。

37 21
基本
目標1

⑸権利
擁護の
推進

①権利擁護
が必要な人
への取組の
推進

年齢や障害の有無、国籍など
に関わらず、市民が自分らし
い生活を送る権利が保障され
るよう、成年後見制度の周知
や子どもの権利チラシの配布
などの取組を進めます。

こども
課

全ての子どもが、性別、家庭
の経済状況、障害の有無、国
籍などに関わらず、自身の権
利が尊重される状態。

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座の開催する。

・11月の「上越市
教育を考える市民
の月間」に合わ
せ、ＦＭ－Ｊで周知
を行った。
・地域に出向き権
利講座を開催し
た。（6回/年）

Ｂ

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座の開催する。

・11月の「上越市
教育を考える市民
の月間」に合わ
せ、ＦＭ－Ｊで周知
を行った。
・高田特別支援学
校に出向き、権利
講座を開催した。
（3回/年）
・11月のダブルリ
ボンキャンペーン
にて、子どもの権
利について、広く
周知した。

Ｂ

・広報Jステーショ
ンでの広報及び地
域における権利講
座の開催する。

同左
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38 21
基本
目標1

⑸権利
擁護の
推進

②いじめ、
児童虐待、
障害者虐
待、高齢者
虐待等の発
生予防と早
期発見、早
期対応

引き続き、各種相談支援を行
う関係機関等と連携し、いじ
め、児童虐待、障害者虐待、
高齢者虐待及び配偶者暴力
の発生予防と早期発見に努め
るとともに、いじめや虐待を覚
知した場合は、早期に対応し
ます。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

虐待を受けた当事者やその周
りにいる人が、虐待を理解し、
虐待が起こった時に、速やか
に関係機関に支援を求めるこ
とができる状態

虐待防止に関わる関係機関
が、市民からの虐待に関する
発信を的確に受け止め、虐待
の早期発見・早期支援ができ
ている状態

・広報やFM放送
等を通して、虐待
防止に関する啓発
を行う。
・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・市民に向けてＦＭ
や広報上越で児童
虐待の防止に関す
る周知を図った。
・小学校から高等学
校までの保護者等
へ相談窓口を記載
したチラシ等を配布
した。
・平成31年4月、す
こやかなくらし包括
支援センターを木
田庁舎から福祉の
拠点である福祉交
流プラザに移転し、
専門職を集約した
ほか、関係機関と
一層の連携を図り、
相談支援体制を強
化した。

Ｂ

・広報やFM放送
等を通して、虐待
防止に関する啓発
を行う。
・関係機関と連携
し、虐待の早期発
見・早期支援につ
なげるため、研修
等を実施する。

・市民に向けてＦＭや
広報上越で児童虐待
の防止に関する周知
を図った。
・小学校から高等学校
までの子どもとその保
護者へすこやかなくら
し包括支援センターの
相談窓口を周知するチ
ラシ等を配布した。
・子どもたちが虐待に
ついて理解し、困った
時に助けを求められる
よう、市内の小中学
校、高校等に通う児
童・生徒に「虐待防止
啓発リーフレット」を配
布した。
・地域包括支援セン
ター職員を対象に障害
者・高齢者虐待への対
応研修を実施した。

Ｂ

・広報やFM放送等
を通して、市民に向
けて虐待防止に関
する啓発を行う（ヤ
ングケアラーに関す
る啓発を含む）。
・関係機関と連携
し、虐待の早期発
見・早期支援につな
げるため、研修等を
実施する。
（地域包括支援セン
ター職員や民生委
員・児童委員等へ
の研修内容にヤン
グケアラーの対応
を含める。）

同左

39 21
基本
目標1

⑸権利
擁護の
推進

②いじめ、
児童虐待、
障害者虐
待、高齢者
虐待等の発
生予防と早
期発見、早
期対応

引き続き、各種相談支援を行
う関係機関等と連携し、いじ
め、児童虐待、障害者虐待、
高齢者虐待及び配偶者暴力
の発生予防と早期発見に努め
るとともに、いじめや虐待を覚
知した場合は、早期に対応し
ます。

学校教
育課

児童虐待やいじめなどが早期
発見され、速やかに学校教育
課や関係機関への通報が行
われることで、児童虐待の深
刻化を防ぐなど、子どもの人
権が守られるとともに、より良
い学校生活を送ることができ
る状態

・市内全小中学校の
教員を対象にした虐
待の通告にかかわる
研修会を実施し、児
童虐待の通告にかか
わる体制強化及び教
職員の資質向上を図
る。
・校長会や研修会な
どを通じ、市いじめ防
止基本方針に基づい
た学校づくり、体制づ
くりを推進する。

・上越市要保護児童
対策地域協議会の
協力を得て、市内全
小中学校で虐待の通
告にかかわる研修会
を実施し、通告にか
かわる体制強化及び
教職員の資質向上を
図った。
・校長会や研修会な
どを通じ、市いじめ防
止基本方針に基づい
た学校づくり、体制づ
くりを推進できた。

Ｂ

・市内全小中学校の
教員を対象にした虐
待の通告にかかわる
研修会を実施し、児
童虐待の通告にかか
わる体制強化及び教
職員の資質向上を図
る。
・校長会や研修会な
どを通じ、市いじめ防
止基本方針に基づい
た学校づくり、体制づ
くりを推進する。

・上越市要保護児童
対策地域協議会の
協力を得て、市内全
小中学校で虐待の通
告にかかわる研修会
を実施し、通告にか
かわる体制強化及び
教職員の資質向上を
図った。
・校長会や研修会な
どを通じ、市いじめ防
止基本方針に基づい
た学校づくり、体制づ
くりを推進できた。

Ｂ

・市内全小中学校の
教員を対象にした虐
待の通告にかかわる
研修会を実施し、児
童虐待の通告にかか
わる体制強化及び教
職員の資質向上を図
る。
・校長会や研修会な
どを通じ、市いじめ防
止基本方針に基づい
た学校づくり、体制づ
くりを推進する。

同左
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実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

40 22
基本
目標2

⑴ 個性
や多様
性を認
め合う
市民意
識の向
上

①地域の一
員として認
め合う市民
意識の向上

「人権を尊び部落差別などあ
らゆる差別をなくし明るい上越
市を築く総合計画」に基づき、
出身、障害の有無、性別、年
齢、国籍など、市民一人ひとり
の基本的人権が真に尊重さ
れ、お互いを地域の一員とし
て認め合うことができるよう、
相談体制の充実や差別を解
消するための教育及び啓発な
どに取り組みます。

人権・
同和対
策室

市民一人ひとりの基本的人権
が尊重されるよう、市民が人
権・同和問題を正しく理解して
いる状態。

・市職員の人権意識
の普及・啓発を担え
る資質と指導力を身
につけることができる
よう、新規採用・係
長・管理職員対象の
研修を実施する。
・市民への啓発と支
援のため、広報での
人権都市宣言の啓
発をはじめ、人権啓
発用のリーフレットや
町内回覧板などでの
啓発のほか、市民セ
ミナーや企業研修を
実施する。

・市職員や市民・
企業向けの人権
研修の実施、広
報・リーフレット・町
内回覧板の配布
等による人権啓発
については、計画
通りに実施でき
た。
・当初の計画に加
えて、市副課長級
職員を対象に同
和問題研修会を
実施し、職場内全
体の人権意識の
底上げにつなげる
ことができた。

Ａ

・市職員の人権意識
の普及・啓発を担え
る資質と指導力を身
につけることができる
よう、新規採用・係
長・管理職員対象の
研修を実施する。
・市民への啓発と支
援のため、広報での
人権都市宣言の啓
発をはじめ、人権啓
発用のリーフレットや
町内回覧板などでの
啓発のほか、市民セ
ミナーや企業研修を
実施する。

・新型コロナウイ
ルス感染症の感
染拡大に配慮し、
計画した市職員及
び市民・企業向け
人権研修の一部
は未実施とした。
なお、広報上越へ
の掲載や人権啓
発用町内回覧板
の配布等による市
民啓発は、概ね計
画通りに実施でき
た。

Ｂ

・市職員の人権意識
の普及・啓発を担え
る資質と指導力を身
につけることができる
よう、新規採用職員
研修を実施するとと
もに、当市で開催さ
れる全国人権・同和
教育研究大会に係長
級・課長級職員など
を派遣する。
・市民への啓発と支
援のため、広報での
人権都市宣言の啓
発をはじめ、人権啓
発用のリーフレットや
町内回覧板などでの
啓発のほか、市民セ
ミナーや企業研修を
実施する。

・市職員の人権意識
の普及・啓発を担え
る資質と指導力を身
につけることができる
よう、新規採用・係
長・管理職員対象の
研修を実施する。
・市民への啓発と支
援のため、広報での
人権都市宣言の啓
発をはじめ、人権啓
発用のリーフレットや
町内回覧板などでの
啓発のほか、市民セ
ミナーや企業研修を
実施する。

41 22
基本
目標2

⑴ 個性
や多様
性を認
め合う
市民意
識の向
上

①地域の一
員として認
め合う市民
意識の向上

「人権を尊び部落差別などあ
らゆる差別をなくし明るい上越
市を築く総合計画」に基づき、
出身、障害の有無、性別、年
齢、国籍など、市民一人ひとり
の基本的人権が真に尊重さ
れ、お互いを地域の一員とし
て認め合うことができるよう、
相談体制の充実や差別を解
消するための教育及び啓発な
どに取り組みます。

福祉課
・障害を理由とする差別がな
い状態。

・「上越市障害者差
別解消支援地域協
議会」を年1回以上
開催し、障害者団
体や福祉事業所な
どの関係機関と情
報を共有するととも
に、障害を理由とす
る差別を解消する
ための取組を推進
する。
・障害のある人の福
祉についての関心
と理解を深めるとと
もに、障害のある人
が社会、経済、文化
その他あらゆる分
野の活動に参加す
ることを促進するた
め、「障害者週間」
を踏まえた事業を
年1回実施する。

・「上越市障害者差別解
消支援地域協議会」を8
月に開催し、障害者団体
や福祉事業所などの関
係機関と相談支援体制
に関して意見交換を行
い、差別解消に向けた取
組を推進した（3月に予
定していた第2回協議会
は新型コロナウイルスの
感染症防止のため中
止）。
・障害者差別解消法の
趣旨の理解と、適切な窓
口対応等が図られるよ
う、弁護士を講師に招き
市職員を対象とした研修
会を2月に開催した（係
長級69人参加）。
・障害者週間に合わせ、
障害のある人とその介
助者を対象に市内の公
共施設の無料開放を
行った（38施設）。

Ｂ

・「上越市障害者差
別解消支援地域協
議会」を年1回以上
開催し、障害者団
体や福祉事業所な
どの関係機関と情
報を共有するととも
に、障害を理由とす
る差別を解消する
ための取組を推進
する。
・障害のある人の福
祉についての関心
と理解を深めるとと
もに、障害のある人
が社会、経済、文化
その他あらゆる分
野の活動に参加す
ることを促進するた
め、「障害者週間」
を踏まえた事業を
年1回実施する。

・「上越市障害者差別解
消支援地域協議会」を8
月と3月に開催し、障害
者団体や福祉事業所な
どの関係機関と差別解
消に向けた取組につい
て意見交換を行い、市民
啓発等の取組を推進し
た。
・障害者差別解消法の
趣旨の理解と、適切な窓
口対応等が図られるよ
う、弁護士を講師に招き
市職員を対象とした研修
会を2月に開催した（係
長級25人参加）。
・障害者週間に合わせ、
障害のある人とその介
助者を対象に市内の公
共施設の無料開放を
行った（38施設）。

Ｂ

・「上越市障害者差別解
消支援地域協議会」を年
1回以上開催し、障害者
団体や福祉事業所など
の関係機関と情報を共
有するとともに、障害を
理由とする差別を解消す
るための取組を推進す
る。
・上越市手話言語及びコ
ミュニケーション手段の 
利用の促進に関する条
例の制定を契機とし 、自
分と異なる特性を持つ相
手を理解し、配慮するこ
との重要性について普
及啓発を行う。
・障害のある人の福祉に
ついての関心と理解を深
めるとともに、障害のあ
る人が社会、経済、文化
その他あらゆる分野の
活動に参加することを促
進するため、「障害者週
間」を踏まえた事業を年1
回実施する。

・「上越市障害者差
別解消支援地域協
議会」を年1回以上
開催し、障害者団
体や福祉事業所な
どの関係機関と情
報を共有するととも
に、障害を理由とす
る差別を解消する
ための取組を推進
する。
・障害のある人の福
祉についての関心
と理解を深めるとと
もに、障害のある人
が社会、経済、文化
その他あらゆる分
野の活動に参加す
ることを促進するた
め、「障害者週間」
を踏まえた事業を
年1回実施する。
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Ｄ：実施に至らず

42 22
基本
目標2

⑴ 個性
や多様
性を認
め合う
市民意
識の向
上

②人権意識
の確立に向
けた教育の
推進

子どもの人権尊重の精神を育
むため、学校、地域、家庭と連
携して、人権教育、同和教育
を中核とした道徳教育等を推
進していきます。

学校教
育課

全ての小・中学校で、保護者
や地域住民を対象とした人権
教育、同和教育の授業公開や
講演会の実施を行うとともに、
HPやお便りを通じて、取組内
容の情報発信を行う。

・同和教育研究指
定地区の取組に、
保護者や地域住
民を対象とした授
業公開や講演会
を位置づけ、実施
する。

・「地区指定」2年
目の中郷・板倉中
学校区、城北中学
校、1年目の名立・
潮陵中学校区、城
東中学校による研
究推進の中で、そ
れぞれ授業公開
や講演会を実施し
た。また、取組の
成果を「学校同和
教育研究資料（そ
の39）」として刊
行、市内全小中学
校に配付し共有を
図った。

Ｂ

・同和教育研究指定
地区の取組に、保護
者や地域住民を対象
とした授業公開や講
演会を位置づけ実施
するとともに、取組内
容の情報発信を行
う。

・コロナ禍の影響
で当初の計画を変
更しつつも、「地区
指定」2年目の名
立・潮陵中学校
区、城東中学校
区、1年目の柿崎・
吉川中学校区、城
西中学校区による
研究推進の中で、
それぞれ授業公
開や講演会を工
夫して実施した。
また、取組の成果
を「学校同和教育
研究資料（その
40）」として刊行、
市内全小中学校
に配付し共有を
図った。

Ｂ

・同和教育研究指定
地区の取組に、保護
者や地域住民を対象
とした授業公開や講
演会を位置づけ、実
施するとともに、取組
内容の情報発信を行
う。

同左
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実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
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43 23
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

①民生委
員・児童委
員、主任児
童委員への
活動支援等

地域住民の身近な相談相手
であり、要援護者を始めとする
支援が必要な人と関係機関と
のつなぎ役を担う民生委員・
児童委員、主任児童委員への
活動支援を行うとともに、関係
町内会と連携しながら、欠員
が生じている地域の早期解消
を図ります。

福祉課
民生委員・児童委員、主任児
童委員の欠員が生じていない
状態。

・関係町内会に年
1回以上出向き、
現状や課題の聞
き取りを行う。
・必要に応じて、候
補者に係る情報
提供を行うなど、
地域の現状や課
題を踏まえた対応
を行う。

・令和元年12月の
一斉改選時に、町
内会へ委員の選
任状況を確認し、
未選任町内会に
出向いて委員の
必要性等を説明し
たが13地区が未
選任となってい
る。

Ｃ

・関係町内会に年
1回以上出向き、
現状や課題の聞
き取りを行う。
・必要に応じて、候
補者に係る情報
提供を行うなど、
地域の現状や課
題を踏まえた対応
を行う。

・欠員地区町内会
長へ電話で状況を
確認したが、適任
者がいない状況
が続いている。
・令和3年3月末現
在で13地区が未
選任となってい
る。（R3.4.1に2人
委嘱）

Ｃ

・令和4年12月の
一斉改選に向け、
未選任地区の解
消や、委員の負担
の平準化を図るた
め、町内会や委員
と意見交換を行
う。

・令和4年12月の
一斉改選に向け、
委員の負担の平
準化を図り、委員
の活動が強化され
るよう担当地区の
見直しを行う。

44 23
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

②地域福祉
活動におけ
る出番の創
出

地域福祉活動の更なる促進の
ため、引き続き元気な高齢者
や障害のある人などの出番を
創出します。
また、学校教育において福祉
について学ぶ、触れる、活動
する機会を設けることで、次世
代を担う人づくりを進めるとと
もに、子どもの出番を創出しま
す。

福祉課
・地域において、障害のある人
が本人の特性や能力等を生
かして活躍している状態。

・農福連携事業を
通じて、地域にお
ける障害のある人
の出番を創出する
ため、上越ワーキ
ングネットワークと
連携し、農作業受
託の開拓・継続の
ための取組を行
う。
・農業者等と福祉
事業所が課題を
共有し、相互の理
解を深めること
で、農作業受託の
更なる開拓を進め
るため、研修会を
年1回開催する。

・農業者と福祉事業
所のマッチング等の
コーディネート業務を
上越ワーキングネット
ワークに委託し、農
作業受注拡大を図る
とともに、農作業受託
の開拓・継続のため
の取組を継続して支
援し、作業受注の拡
大につなげた。
・農業者等と福祉事
業所の課題共有と相
互理解の促進のた
め、上越市農福連携
セミナーを11月に開
催した。

Ｂ

・農福連携事業を
通じて、地域にお
ける障害のある人
の出番を創出する
ため、上越ワーキ
ングネットワークと
連携し、農作業受
託の開拓・継続の
ための取組を行
う。
・農業者等と福祉
事業所が課題を
共有し、相互の理
解を深めること
で、農作業受託の
更なる開拓を進め
るため、研修会を
年1回開催する。

・農業者と福祉事業
所のマッチング等の
コーディネート業務を
上越ワーキングネット
ワークに委託し、農
作業受注拡大を図る
とともに、農作業受託
の開拓・継続のため
の取組を継続して支
援した。
・農業者等と福祉事
業所の課題共有と相
互理解の促進のた
め、上越市農福連携
セミナーを計画した
（2月に開催を予定し
ていたが、新型コロ
ナウイルス感染拡大
防止のため中止と
し、資料配布により周
知を図った）。

Ｂ

・農福連携事業を
通じて、地域にお
ける障害のある人
の出番を創出する
ため、上越ワーキ
ングネットワークと
連携し、農作業受
託の開拓・継続の
ための取組を行
う。
・農業者等と福祉
事業所が課題を
共有し、相互の理
解を深めること
で、農作業受託の
更なる開拓を進め
るため、研修会を
年1回開催する。

同左

20/32ページ



　　資料3-2
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Ｄ：実施に至らず

45 23
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

②地域福祉
活動におけ
る出番の創
出

地域福祉活動の更なる促進の
ため、引き続き元気な高齢者
や障害のある人などの出番を
創出します。
また、学校教育において福祉
について学ぶ、触れる、活動
する機会を設けることで、次世
代を担う人づくりを進めるとと
もに、子どもの出番を創出しま
す。

高齢者
支援課

・元気な高齢者が、支援を必
要とする高齢者の生活支援
サービスの担い手として地域
で活躍している状態。

・訪問型サービス
Ｂの実施（担い手
養成講座等を含
む）を通じて、元気
な高齢者が生活
支援サービスの担
い手として地域で
活躍する機会を設
ける。

・訪問型サービス
Ｂ担い手養成講座
を受講した有償ボ
ランティアが利用
者宅を訪問し、家
事支援（買い物、
調理、掃除、洗
濯、ごみ捨て等）、
話し相手、安否確
認のサービスを提
供した。　延べ利
用件数：887件
・ボランティア養成
講座を６回実施す
るとともに、訪問
型サービスＢの担
い手登録の人等
を対象に、担い手
フォローアップ講
座を2回実施した。

Ｂ

・訪問型サービス
Ｂの実施（担い手
養成講座等を含
む）を通じて、元気
な高齢者が生活
支援サービスの担
い手として地域で
活躍する機会を設
ける。

・訪問型サービス
Ｂ担い手養成講座
を受講した有償ボ
ランティアが利用
者宅を訪問し、家
事支援（買い物、
調理、掃除、洗
濯、ごみ捨て等）、
話し相手、安否確
認のサービスを提
供した。　延べ利
用件数：679件
・ボランティア養成
講座を６回実施す
るとともに、訪問
型サービスＢの担
い手登録の人等
を対象に、担い手
フォローアップ講
座を2回実施した。

Ｂ

・訪問型サービス
Ｂの実施（担い手
養成講座等を含
む）を通じて、元気
な高齢者が生活
支援サービスの担
い手として地域で
活躍する機会を設
ける。

同左

新 23
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

②地域福祉
活動におけ
る出番の創
出

地域福祉活動の更なる促進の
ため、引き続き元気な高齢者
や障害のある人などの出番を
創出します。
また、学校教育において福祉
について学ぶ、触れる、活動
する機会を設けることで、次世
代を担う人づくりを進めるとと
もに、子どもの出番を創出しま
す。

高齢者
支援課

・元気な高齢者が、ボランティ
ア活動を通じて、自身の介護
予防を図るとともに、生きがい
を見つける。
・幅広い世代が、福祉施設で
のボランティア活動を通じて、
世代間のつながりや支え合い
の大切さを実感する。

(令和3年度の新
規事業）

・元気な高齢者
が、福祉施設等で
ボランティア活動
を実施できる環境
を作る。
・若者が参加しや
すいボランティア
活動の場を提供
する。

同左
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46 23
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

②地域福祉
活動におけ
る出番の創
出

地域福祉活動の更なる促進の
ため、引き続き元気な高齢者
や障害のある人などの出番を
創出します。
また、学校教育において福祉
について学ぶ、触れる、活動
する機会を設けることで、次世
代を担う人づくりを進めるとと
もに、子どもの出番を創出しま
す。

学校教
育課

発達段階に応じて、地域の
様々な方と協働する活動や社
会に貢献する活動に主体的に
取り組もうとする。

・子どもが地域の
多様な方々と主体
的に活動する場を
設定し、実施す
る。

・地域の「人、も
の、こと」を活用し
た特色ある学校づ
くりを各校で推進
している。多くの学
校で発達段階に
応じた地域の方を
外部講師に迎えた
学習をしたり、地
域における社会貢
献活動や地域行
事の企画・運営に
取り組んだりして
いる。その成果は
地域活性につな
がっている。

Ｂ

・子どもが地域の
多様な方々と主体
的に活動する場を
設定し、実施す
る。

・オリンピック・パラリン
ピック教育において県
の推進事業の実践校
の飯小学校では、ホス
トタウンであるドイツの
子どもたちとリモートで
の交流会を行った。ド
イツやパラリンピック選
手への関心が高まっ
た。
・三郷小学校では、リ
クシルによる「ユニ
バーサル・ラン（義足
体験事業）」がリモート
で行われた。義足で走
る陸上選手との交流を
通して、多様性への理
解が深まった。リモート
により、子どもの学び
の範囲は広がった。し
かし、新型コロナウイ
ルス感染症の影響に
より地域での活動や地
域の方々との交流は
制限された。

Ｃ

・子どもが地域の
多様な方々と主体
的に活動する場を
設定し、実施す
る。

同左

47 24
基本
目標2

⑵地域
福祉活
動の促
進

③ボランティ
ア・ＮＰＯ等
の活動支援

市民活動を活発化するため、
ＮＰＯ・ボランティアセンターを
拠点とし、ボランティアに関す
る情報の収集・発信・コーディ
ネートを行うほか、団体の活動
が安定的・継続的に行われる
よう、市民活動に役立つ情報
の発信や相談対応により支援
します。
また、地域コミュニティ活動を
促進するため、地域の課題解
決や活性化に取り組む町内会
などへの地域づくりアドバイ
ザーの派遣などを通じて、地
域のために主体的に行動する
人材の育成を図ります。

共生ま
ちづく
り課

各市民活動団体が安定的・継
続的に運営を行っていて、市
内の他の団体と連携しながら
活動している状態。

・ＮＰＯ・ボランティア
センターを拠点とし、
ボランティアに関する
情報の収集・発信・
コーディネートを行う
ほか、市民活動に役
立つ情報の発信や相
談対応を行う。
・地域コミュニティ活
動を促進するため、
地域の課題解決や
活性化に取り組む町
内会などへ地域づく
りアドバイザーを派
遣する。

・ＮＰＯ・ボランティア
センターを拠点とし、
ボランティアに関する
情報の収集・発信・
コーディネートを行う
ほか、市民活動に役
立つ情報の発信や相
談対応を行った。
（R1年度相談問合せ
件数）541件
・町内会などへ地域
づくりアドバイザーを
派遣し、地域の課題
解決や活性化に取り
組んだ。
（令和元年度実績）
本事業：1団体
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ事業：3団
体

Ｂ

・ＮＰＯ・ボランティア
センターを拠点とし、
ボランティアに関する
情報の収集・発信・
コーディネートを行う
ほか、市民活動に役
立つ情報の発信や相
談対応を行う。
・地域コミュニティ活
動を促進するため、
地域の課題解決や
活性化に取り組む町
内会などへ地域づく
りアドバイザーを派
遣する。

・ＮＰＯ・ボランティア
センターを拠点とし、
ボランティアに関する
情報の収集・発信・
コーディネートを行う
ほか、市民活動に役
立つ情報の発信や相
談対応を行った。
（R2年度相談問合せ
件数）324件
・町内会などへ地域
づくりアドバイザーを
派遣し、地域の課題
解決や活性化に取り
組んだ。
（令和2年度実績）
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ事業：1団
体

Ｂ

・ＮＰＯ・ボランティア
センターを拠点とし、
ボランティアに関する
情報の収集・発信・
コーディネートを行う
ほか、市民活動に役
立つ情報の発信や相
談対応を行う。
・地域コミュニティ活
動を促進するため、
地域の課題解決や
活性化に取り組む町
内会などへ地域づく
りアドバイザーを派
遣する。

同左
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48 25
基本
目標2

⑶地域
におけ
る支え
合い体
制の充
実・上越
市版地
域包括
ケアシ
ステム
の構築

①地域にお
ける支え合
い体制の充
実

元気な高齢者が支援を必要と
する高齢者及びその家族を支
える「地域支え合い事業」の実
施など、地域における支え合
い体制の充実に取り組みま
す。

高齢者
支援課

・「地域支え合い事業」が、全
ての地域自治区において住民
組織により自主的に運営さ
れ、元気な高齢者が支援を必
要とする高齢者を支える「地域
支え合い」の体制が構築され
ている状態。

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域における
支え合い体制の
構築を図る。

・市内28地域自治区
に生活支援コーディ
ネーターを配置し、協
議体会議や地域支え
合い事業などを開催
することで、地域にお
ける支え合いの体制
の構築を図った。
・協議体の設置：28
地域自治区
・新たに1地域自治区
が住民組織化し自主
的に運営を行った。
・住民組織化し運営
を行なった：22地域自
治区
・住民組織化が図ら
れていない地域自治
区で住民組織化に向
けた協議を行った

Ｂ

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域における
支え合い体制の
構築を図る。

・市内28地域自治区
に生活支援コーディ
ネーターを配置し、協
議体会議や地域支え
合い事業などを開催
することで、地域にお
ける支え合いの体制
の構築を図った。
・協議体の設置：28
地域自治区
・新たに2地域自治区
が住民組織化し自主
的に運営を行った。
・住民組織化し運営
を行なった：24地域自
治区
・住民組織化が図ら
れていない地域自治
区で住民組織化に向
けた協議を行った

Ｂ

・各地域自治区に
生活支援コーディ
ネーターを配置
し、地域における
支え合い体制の
構築を図る。

同左

49 25
基本
目標2

⑶地域
におけ
る支え
合い体
制の充
実・上越
市版地
域包括
ケアシ
ステム
の構築

②上越市版
地域包括ケ
アシステム
の構築

子どもや障害のある人、高齢
者など、全ての人を対象とした
上越市版地域包括ケアシステ
ムの構築に取り組み、誰もが
安心して暮らせるよう、みんな
で支え合う地域づくりを進めま
す。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

すこやかなくらし包括支援セン
ター及び市内11の地域包括支
援センターにおいて、高齢者
や障害のある人、生活困窮者
等の相談に対応し、相談者が
必要な支援に繋がる状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。

・平成31年4月、す
こやかなくらし包
括支援センターを
木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、専門職を集
約するとともに、こ
ども発達支援セン
ターや関係機関と
一層の連携を図る
ことで、専門的か
つ総合的な相談
支援体制を行える
体制を整えた。

Ｂ

・地域における高
齢者の総合窓口
である地域包括支
援センターの業務
に障害のある人や
生活困窮者等の
相談対応を付加
し、相談機能の強
化を図る。

・令和2年4月か
ら、市内11の地域
包括支援センター
において、障害の
ある人やひきこも
り、生活困窮者等
に関する相談機能
を付加し、相談支
援体制の強化を
図った。

Ｂ

・複合的な課題を抱
える世帯や各種制
度の狭間にいる人
を的確に支援でき
るよう、研修等を通
して、すこやかなく
らし包括支援セン
ターや地域包括支
援センターの職員
の対応力の向上を
図る。

同左
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50 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

①個性を尊
重した障害
者福祉サー
ビスの提供

「上越市障害者福祉計画」に
基づき、障害のある人一人ひ
とりの個性を尊重したサービス
を提供します。

福祉課

・障害の状態や介護者の状況
など、個人の状況を的確に把
握した上で、一人ひとりに寄り
添いながら、最適な福祉サー
ビスを提供している状態。

・障害の状態や介
護者の状況など、
個人の状況を的
確に把握した上
で、一人ひとりに
寄り添いながら、
最適な福祉サービ
スを提供する。

・障害のある人一
人ひとりの能力・
適性等に応じた訓
練や介護給付な
どの最適な福祉
サービスを提供す
るため、市や相談
支援事業所、障害
福祉サービス事業
者等が連携して相
談や支援を行っ
た。

Ｂ

・障害の状態や介
護者の状況など、
個人の状況を的
確に把握した上
で、一人ひとりに
寄り添いながら、
最適な福祉サービ
スを提供する。

・障害のある人一
人ひとりの能力・
適性等に応じた訓
練や介護給付な
どの最適な福祉
サービスを提供す
るため、市担当者
が相談支援専門
員からアセスメント
内容等を丁寧に
聞き取り、利用者
にとって最適な障
害福祉サービスの
支給決定を行っ
た。

Ｂ

・障害の状態や介
護者の状況など、
個人の状況を的
確に把握した上
で、一人ひとりに
寄り添いながら、
最適な福祉サービ
スを提供する。

同左

51 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

②高齢者福
祉サービス
の提供

「上越市第7期介護保険事業
計画・第8期高齢者福祉計画」
に基づき、医療・介護・福祉な
どの多様な職種の連携を軸と
した包括的な支援サービスを
提供します。

高齢者
支援課

・高齢者が住み慣れた地域で
安心していきいきと暮らしてい
けるよう、個人の状況に応じた
最適な各種介護・福祉サービ
スが提供されている状態。

・地域包括支援セン
ターや介護支援専門
員がチェックリスト対
象者や要支援・要介
護認定者の心身のア
セスメントを行い、そ
の状態や置かれてい
る環境等に応じて作
成したケアプランに
基づき、各種介護
サービスを提供す
る。
・民生委員等による
申請支援により、ひと
り暮らし高齢者等の
要援護世帯に各種福
祉サービスを提供す
る。

・11か所の地域包括
支援センターが立案
する介護予防ケアプ
ラン（新総合事業の
み）のうち、毎月新規
のプランについて、自
立支援・重度化予防
につながる視点で確
認を行った。
　新規ケアプラン数：
457件

・要援護者の除雪費
助成や緊急通報装
置等について民生委
員による申請支援を
行った。

Ｂ

・地域包括支援セン
ターや介護支援専門
員がチェックリスト対
象者や要支援・要介
護認定者の心身のア
セスメントを行い、そ
の状態や置かれてい
る環境等に応じて作
成したケアプランに
基づき、各種介護
サービスを提供す
る。
・民生委員等による
申請支援により、ひと
り暮らし高齢者等の
要援護世帯に各種福
祉サービスを提供す
る。

・11か所の地域包括
支援センターが立案
する介護予防ケアプ
ラン（新総合事業の
み）のうち、毎月新規
のプランについて、自
立支援・重度化予防
につながる視点で確
認を行った。
　新規ケアプラン数：
443件
・要援護者の除雪費
助成や緊急通報装
置等について民生委
員による申請支援を
行った。

Ｂ

・地域包括支援セン
ターや介護支援専門
員がチェックリスト対
象者や要支援・要介
護認定者の心身のア
セスメントを行い、そ
の状態や置かれてい
る環境等に応じて作
成したケアプランに
基づき、各種介護
サービスを提供す
る。
・民生委員等による
申請支援により、ひと
り暮らし高齢者等の
要援護世帯に各種福
祉サービスを提供す
る。

同左

52 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

③母子保健
事業の充実

母子ともに健康で安心した生
活を送ることができるよう、「上
越市健康増進計画」に基づ
き、妊婦健診や乳幼児健診、
予防接種などを通じて母子保
健の充実に取り組みます。

健康づ
くり推
進課

・妊婦及び家族が妊娠中の体
の変化を理解し、健康づくりに
ついて意識して取り組んでい
る状態。
・子どもの発育、発達にあった
生活習慣の確立等について主
体的に取り組んでいる状態。

・すくすく赤ちゃん
セミナー、乳幼児
健診等において、
母子および家族の
健康づくりや子ど
もの発育・発達を
促す基盤となる生
活リズムの重要性
について理解でき
るよう健康教育や
個別指導で支援
する。

・すくすく赤ちゃん
セミナーや乳幼児
健診等において、
母子だけでなく家
族の健康づくりや
子どもの発育発達
にあわせた生活
習慣の確立に向
け、健康教育や個
別での保健指導を
実施した。

Ｂ

・すくすく赤ちゃん
セミナー、乳幼児
健診等において、
母子および家族の
健康づくりや子ど
もの発育・発達を
促す基盤となる生
活リズムの重要性
について理解でき
るよう健康教育や
個別指導で支援
する。

・すくすく赤ちゃん
セミナーや乳幼児
健診等において、
新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、一部内容
変更を行いなが
ら、健康教育や個
別指導を実施し
た。

Ｂ

・すくすく赤ちゃん
セミナー、乳幼児
健診等において、
母子および家族の
健康づくりや子ど
もの発育・発達を
促す基盤となる生
活リズムの重要性
について理解でき
るよう健康教育や
個別指導で支援
する。

同左
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53 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

子育てに不安や負担感を抱え
る保護者が、すこやかなくらし
包括支援センターの相談窓口
につながる状態

親子の関わり方やコミュニ
ケーションについて学べる機
会がある状態

・すこやかなくらし
包括支援センター
を木田庁舎から福
祉の拠点である福
祉交流プラザに移
転し、相談機能の
一元化を図る。
・保育園等におい
て、保護者を対象
に親子コミュニ
ケーションを実施
する。

・平成31年4月、すこ
やかなくらし包括支
援センターを木田庁
舎から福祉の拠点で
ある福祉交流プラザ
に移転し、専門職を
集約するとともに、こ
ども発達支援セン
ターや関係機関と一
層の連携を図ること
で、専門的かつ総合
的な相談支援体制を
行える体制を整え
た。
・保育園等において、
保護者を対象に親子
コミュニケーションを
実施した。

Ｂ

・すこやかなくらし
包括支援センター
において、子育て
に不安や負担感
を抱える保護者の
相談に対応する。
・保育園等におい
て、保護者を対象
に親子コミュニ
ケーションを実施
する。

・すこやかなくらし包
括支援センターにお
いて、子育てに不安
や負担感を抱える保
護者の相談に対応を
するとともに、保育園
や学校等と連携し、
必要な支援を行っ
た。
・市内52の保育園等
において、基本的な
親子コミュニケーショ
ン支援を実施した。
・こども発達支援セン
ター利用児等の保護
者を対象にグループ
ワーク形式で丁寧な
親子コミュニケーショ
ン支援を年4回、フォ
ローアップ交流会を
年2回実施した。

Ｂ

・すこやかなくらし
包括支援センター
において、子育て
に不安や負担感
を抱える保護者の
相談に対応する。
・保育園等におい
て、保護者を対象
に親子コミュニ
ケーションを実施
する。

同左

54 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

こども
発達支
援セン
ター

子どもの発達に不安や悩みを
抱える保護者が、子どもの特
性に気づき、こども発達支援
センターに相談できる状態

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、子
どもの関わり方を
一緒に考えなが
ら、助言等を行っ
た。
・保育園や幼稚園
等の全園を対象
に巡回相談を実
施し、支援が必要
な子どもについ
て、必要に応じ
て、こども発達支
援センターの相談
や療育につなげ
た。

Ｂ

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、子
どもの関わり方を
一緒に考えなが
ら、助言等を行っ
た。
・保育園や幼稚園
等の全園を対象
に巡回相談を実
施し、支援が必要
な子どもについ
て、こども発達支
援センターの相談
や療育につなげ
た。

Ｂ

・こども発達支援
センターにおい
て、保護者の不安
等を受け止め、助
言等を行う。
・保育園等巡回相
談を実施し、支援
が必要な子どもに
ついて、必要に応
じて、こども発達
支援センターの相
談や療育につな
げる。

同左
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55 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

保育課

多様化するニーズに対応した
保育サービスを提供し、子育
てに対する負担や不安を和ら
げ、保護者が子育てや子ども
の成長に喜びや生きがいを感
じることができる状態

・病児・病後児保
育及びファミリー
ヘルプ保育園、認
可保育園での一
時預かり事業等を
実施する。

・病児・病後児保
育及びファミリー
ヘルプ保育園、一
時預かり事業等を
実施し、多様化す
る保育ニーズに柔
軟に対応すること
ができた。

Ｂ

・病児・病後児保
育及びファミリー
ヘルプ保育園、認
可保育園での一
時預かり事業等を
実施する。

・病児・病後児保
育及びファミリー
ヘルプ保育園、一
時預かり事業等を
実施し、多様化す
る保育ニーズに柔
軟に対応すること
ができた。

Ｂ

・病児・病後児保
育及びファミリー
ヘルプ保育園、認
可保育園での一
時預かり事業等を
実施する。

同左

56 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

学校教
育課

放課後児童クラブの支援員の
資質向上や児童の健全育成
に向けた運営形態の充実を図
り、特別な支援を要する児童
も含め、放課後児童クラブを
利用する全ての児童が安全・
安心に過ごせる環境を整備す
る。

・放課後児童クラ
ブ支援員の資質
向上のため研修
会を実施するとと
もに、保護者と連
携し、児童の育成
支援を行う。

・市独自の放課後
児童支援員の研
修会を11回開催
し、支援員の資質
向上を図るととも
に、遊びの中で児
童と触れ合うこと
で育成支援に努
めた。

Ｂ

・放課後児童クラ
ブ支援員の資質
向上のため研修
会を実施するとと
もに、保護者と連
携し、児童の育成
支援を行う。

・新型コロナの影
響により研修会の
実施は3回のみで
あった。
・特性のある児童
への支援は、ケー
ス会議を開催し情
報共有を図りなが
ら児童の育成支
援に努めた。

Ｃ

・放課後児童クラ
ブ支援員の資質
向上のため研修
会を実施するとと
もに、保護者と連
携し、児童の育成
支援を行う。

同左

57 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

健康づ
くり推
進課

子育てに対する負担や不安が
少なく、自信をもって子育てに
向き合うことができる状態。

・各種母子保健事
業において相談支
援を行うとともに、
相談内容を関係
機関と情報共有を
行うことで相談体
制の強化を図り、
妊娠期から継続し
た支援を行う。

・妊娠期から各種
母子保健事業に
おいて相談支援を
行うとともに、関係
機関と情報共有を
行いながら、必要
なサービス等につ
ながるよう支援し
た。

Ｂ

・各種母子保健事
業において相談支
援を行うとともに、
相談内容を関係
機関と情報共有を
行うことで相談体
制の強化を図り、
妊娠期から継続し
た支援を行う。

・妊娠期から各種
母子保健事業に
おいて相談支援を
行うとともに、関係
機関と情報共有を
行いながら、必要
なサービス等につ
ながるよう支援し
た。

Ｂ

・各種母子保健事
業において相談支
援を行うとともに、
相談内容を関係
機関と情報共有を
行うことで相談体
制の強化を図り、
妊娠期から継続し
た支援を行う。

同左
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58 26
基本
目標3

⑴個人
に寄り
添った
福祉
サービ
スの提
供

④子育て世
帯への支援

子育て世帯が仕事をしなが
ら、安心して子育てすることが
できるよう、多様化するニーズ
に対応した保育サービスを提
供するほか、子育てに対する
負担や不安を和らげることを
通じて、保護者が子育てや子
どもの成長に喜びや生きがい
を感じることができるよう支援
していきます。

こども
課

こどもセンター及び子育てひろ
ばにおいて、子どもの遊びの
場や保護者同士の交流、ネッ
トワークづくりの場を提供する
ほか、子育て支援情報の発信
や相談支援など子育て支援機
能の充実を図り、子育てに関
する不安感等を緩和すること
ができる状態。

・こどもセンター及
び子育てひろばを
開設し、子どもの
遊びの場や保護
者同士の交流、
ネットワークづくり
の場を提供するほ
か、子育て支援情
報の発信や相談
支援を行う。

・こどもセンターや
子育てひろばにお
いて、親子のふれ
あいの場や保護
者及び子ども同士
の交流の場を提
供するとともに、子
育て相談や各種
講座を実施するな
ど、保護者の子育
ての不安感や孤
立感の緩和と安心
して子育てができ
る環境づくりを推
進した。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばを
開設し、子どもの
遊びの場や保護
者同士の交流、
ネットワークづくり
の場を提供するほ
か、子育て支援情
報の発信や相談
支援を行う。

・こどもセンターや子
育てひろばにおい
て、親子のふれあい
の場や保護者及び子
ども同士の交流の場
を提供するとともに、
子育て相談や各種講
座を実施するなど、
保護者の子育ての不
安感や孤立感の緩
和と安心して子育て
ができる環境づくりを
推進した。
コロナ禍でも気兼ね
なく相談や交流がで
きるように、オンライ
ンを活用した相談、
交流の場を整備し
た。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばを
開設し、子どもの
遊びの場や保護
者同士の交流、
ネットワークづくり
の場を提供するほ
か、子育て支援情
報の発信や相談
支援を行う。

同左
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59 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

福祉課
・市民が必要とする時に必要
な福祉サービスに関する情報
が容易に入手できる状態。

・広報上越、市
ホームページ、各
種ガイドブック等
の媒体や相談支
援事業所等と連携
し、福祉サービス
の周知を図る。

・障害福祉ハンド
ブックを作成し、相
談支援事業所等と
連携して福祉サー
ビスの周知を図っ
た。
・市民が情報を必
要とする時に入手
できるよう、市ホー
ムページに掲載し
た。

Ｂ

・広報上越、市
ホームページ、各
種ガイドブック等
の媒体や相談支
援事業所等と連携
し、福祉サービス
の周知を図る。

・障害福祉ハンド
ブックを作成し、相
談支援事業所等と
連携して福祉サー
ビスの周知を図っ
た。
・市民が情報を必
要とする時に入手
できるよう、市ホー
ムページ等に掲載
した。

Ｂ

・障害福祉ハンド
ブックのほか、広
報上越、市ホーム
ページ、各種ガイ
ドブック等の媒体
や相談支援事業
所等と連携し、福
祉サービスの周知
を図る。

同左

60 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

高齢者
支援課

・市民が必要とする時に必要
な福祉サービスに関する情報
が容易に入手できる状態。

・広報上越、市
ホームページ、高
齢者福祉のあらま
し等の媒体や民生
委員、地域包括支
援センター等との
連携により福祉
サービスの周知を
図る。

・市ホームペー
ジ、高齢者福祉の
あらまし等の媒体
や民生委員、地域
包括支援センター
等との連携により
福祉サービスの周
知と利用の促進を
図った。

Ｂ

・広報上越、市
ホームページ、高
齢者福祉のあらま
し等の媒体や民生
委員、地域包括支
援センター等との
連携により福祉
サービスの周知を
図る。

・市ホームペー
ジ、高齢者福祉の
あらまし等の媒体
や民生委員、地域
包括支援センター
等との連携により
福祉サービスの周
知と利用の促進を
図った。

Ｂ

・広報上越、市
ホームページ、高
齢者福祉のあらま
し等の媒体や民生
委員、地域包括支
援センター等との
連携により福祉
サービスの周知を
図る。

同左

61 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

健康づ
くり推
進課

市民が必要な時に必要な福祉
サービスの情報が入手できる
状態。

・保健活動や障害
サービス認定調査
の際、必要に応じ
て福祉サービスの
情報提供を行う。

・保健活動や障害
サービス認定調査
（27件/年）の際、
必要に応じて福祉
サービスの情報提
供を行った。

Ｂ

・保健活動や障害
サービス認定調査
の際、必要に応じ
て福祉サービスの
情報提供を行う。

・保健活動や障害
サービス認定調査
（35件/年）の際、
必要に応じて福祉
サービスの情報提
供を行った。

Ｂ

・保健活動や障害
サービス認定調査
の際、必要に応じ
て福祉サービスの
情報提供を行う。

同左

62 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

保育課
広報上越や市のホームページ
などの媒体を活用し、情報提
供体制が充実している状態。

・広報上越や市の
ホームページなど
の媒体に、市民が
必要とする保育
サービスの利用に
関する情報を掲載
する。

・広報上越やホー
ムページ等を通
じ、保育園情報や
入園選考の基準
など、保育サービ
スの利用に関する
情報提供を行っ
た。

Ｂ

・広報上越や市の
ホームページなど
の媒体に、市民が
必要とする保育
サービスの利用に
関する情報を掲載
する。

・広報上越やホー
ムページ等を通
じ、保育園情報や
入園選考の基準
など、保育サービ
スの利用に関する
情報提供を行っ
た。

Ｂ

・広報上越や市の
ホームページなど
の媒体に、市民が
必要とする保育
サービスの利用に
関する情報を掲載
する。

同左
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実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

63 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

こども
課

様々な媒体を活用して、市民
が子育て支援情報を入手しや
すい状態。

・こどもセンター及
び子育てひろばに
おいて子育て支援
情報を発信するほ
か、じょうえつ子育
てｉｎｆｏハンドブック
の発行や上越市
子育て応援ステー
ションのwebサイト
を運営する。

・関連施設へ手に
取りやすいよう、
ハンドブックやチラ
シを設置したほ
か、web上では最
新の情報を素早く
提供できた。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばに
おいて子育て支援
情報を発信するほ
か、じょうえつ子育
てｉｎｆｏハンドブック
の発行や上越市
子育て応援ステー
ションのwebサイト
を運営する。

・関連施設へ手に
取りやすいよう、
ハンドブックやチラ
シを設置したほ
か、web上では最
新の情報を素早く
提供できた。

Ｂ

・こどもセンター及
び子育てひろばに
おいて子育て支援
情報を発信するほ
か、じょうえつ子育
てｉｎｆｏハンドブック
の発行や上越市
子育て応援ステー
ションのwebサイト
を運営する。

同左

64 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

すこや
かなく
らし包
括支援
セン
ター

相談窓口に関する情報が広報
上越や市ホームページなどの
媒体により、提供されている状
態。

・相談窓口に関す
る情報について、
広報上越や市
ホームページなど
の媒体を活用して
周知する。

・相談窓口に関す
る情報について、
広報上越や市
ホームページなど
の媒体を活用して
周知した。

Ｂ

・相談窓口に関す
る情報について、
広報上越や市
ホームページなど
の媒体を活用して
周知する。

・相談窓口に関す
る情報について、
広報上越や市
ホームページなど
の媒体を活用して
周知した。

Ｂ

・相談窓口に関す
る情報について、
広報上越や市
ホームページなど
の媒体を活用して
周知する。

同左

65 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

①福祉サー
ビスに関す
る情報提供
体制の充実

市民が必要とする時に必要な
福祉サービスに関する情報を
容易に入手できるよう、引き続
き広報上越や、市のホーム
ページ、福祉サービスに係る
各種ガイドブックなど様々な媒
体を活用した情報提供体制の
充実に努め、サービス利用の
促進を図ります。

こども
発達支
援セン
ター

相談や療育に関する情報につ
いて、市ホームページに掲載
するほか、保育園・幼稚園等
からの連絡を通して、保護者
等に提供されている状態。

・相談や療育に関
する情報につい
て、市ホームペー
ジに掲載するほ
か、保育園・幼稚
園等からの連絡を
通して、保護者等
に提供する。

・こども発達支援
センターで行って
いる相談や療育に
関する情報につい
て、市ホームペー
ジで周知したほ
か、休日体験・見
学会等の情報に
ついて、保育園や
幼稚園等からの
連絡を通して保護
者等に提供した。

Ｂ

・相談や療育に関
する情報につい
て、市ホームペー
ジに掲載するほ
か、保育園・幼稚
園等からの連絡を
通して、保護者等
に提供する。

・こども発達支援
センターで行って
いる相談や療育に
関する情報につい
て、市ホームペー
ジ等で周知したほ
か、休日相談会等
の情報について、
保育園や幼稚園
等からの連絡を通
して保護者等に提
供した。

Ｂ

・相談や療育に関
する情報につい
て、市ホームペー
ジに掲載するほ
か、保育園・幼稚
園等からの連絡を
通して、保護者等
に提供する。

同左
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66 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

②情報の取
得が困難な
人への情報
入手支援

障害などにより情報の取得が
困難な人が、必要な情報を確
実に入手するとともに、円滑な
コミュニケーションを図ることが
できるよう、手話通訳者・要約
筆記者の派遣や、音声化した
広報上越の貸出しなどの援助
を行うことで、社会生活の安定
と福祉の増進を図ります。

福祉課
どのような場面でも情報保障
されている状態。

・手話通訳・要約
筆記者の派遣依
頼に対応するとと
もに、手話通訳・
要約筆記者の養
成も行う。また、音
声化した広報上越
（声の広報）の貸
出を行う。

・医療機関の受診
や学校等の面談
時など、375件の
派遣依頼に対応し
た。また、年々増
加する依頼に対応
するため、手話通
訳・要約筆記者の
養成を実施し７人
が受講した。
・音声化した広報
上越の貸出を実
施し40人の視覚障
害者への情報提
供を行った。

Ｂ

・手話通訳・要約
筆記者の派遣依
頼に対応するとと
もに、手話通訳・
要約筆記者の養
成も行う。また、音
声化した広報上越
（声の広報）の貸
出を行う。

・医療機関の受診
や学校等の面談
時など、330件の
派遣依頼に対応し
た。
・要約筆記者の養
成を実施し5人が
受講した。また、
手話通訳者の養
成講座は、新型コ
ロナウイルスの関
係から実施日程と
講師の確保ができ
ず実施できなかっ
た。
・音声化した広報
上越の貸出を実
施し35人の視覚障
害者への情報提
供を行った。

Ｃ

・手話通訳・要約
筆記者の派遣依
頼に対応するとと
もに、感染症対策
を行い手話通訳・
要約筆記者の養
成も行う。また、音
声化した広報上越
（声の広報）の貸
出を行う。

同左

67 27
基本
目標3

⑵情報
提供体
制の充
実と情
報入手
に係る
支援

③「職員対
応要領」に
基づく適切
な対応

窓口業務や会議、イベント等
において、障害のある人に対
する差別的な取扱いを行わな
いほか、障壁を除去するため
の合理的配慮の提供を行うな
ど、「職員対応要領」に基づき
適切に対応します。

福祉課

窓口業務や会議、イベント等
において、合理的配慮がなさ
れ適切な対応が行われている
状態。

・「職員対応要領」
に基づき適切な窓
口対応を行う。
・障害のある人に
対する市職員の
適切な対応を推進
するため、年1回
以上市職員を対
象とした研修会を
開催する。

・弁護士を講師に
招き障害者差別
解消法に関する職
員研修会を開催
し、法の趣旨の理
解と、適切な窓口
対応に資する研修
を行った。（係長級
69人参加）。

Ｂ

・「職員対応要領」
に基づき適切な窓
口対応を行う。
・障害のある人に
対する市職員の
適切な対応を推進
するため、年1回
以上市職員を対
象とした研修会を
開催する。

・弁護士を講師に
招き障害者差別
解消法に関する職
員研修会を開催
し、法の趣旨の理
解と、適切な窓口
対応に資する研修
を行った。（係長級
25人参加）。

Ｂ

・「職員対応要領」
に基づき適切な窓
口対応を行う。
・障害のある人に
対する市職員の
適切な対応を推進
するため、年1回
以上市職員を対
象とした研修会を
開催する。

同左
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68 28
基本
目標3

⑶安心
して暮ら
せる環
境の整
備

①地域にお
ける生活基
盤づくり

平常時だけでなく、災害時など
の緊急時においても、高齢者
や障害のある人などが安心し
て過ごせるよう、引き続き、グ
ループホームの整備や緊急時
における受入れ体制づくり等
を推進していきます。

福祉課

・自らのライフスタイルや生活
状況に合わせて希望する施設
や住まいで生活している状
態。
・緊急的な事情等が発生した
場合に、短期入所の受け入れ
が行われている状態。

・障害のある人等
のニーズを踏ま
え、グループホー
ムや障害福祉
サービス事業所の
施設整備に取り組
む社会福祉法人
等に対し補助金の
交付を行う。
・「重症心身障害
者緊急短期入所
用居室確保事業」
の実施や、地域生
活支援拠点等運
営事業者との連携
により、障害のあ
る人の短期入所
の受け入れ先を
確保する。

・グループホームや
障害福祉サービス事
業所の施設整備に取
り組む社会福祉法人
等に対して補助金を
交付し、障害のある
人のニーズに対応し
た施設整備を促進し
た。
・医療行為を必要と
する重症心身障害児
（者）の緊急的な受入
れに対応するため、
さいがた医療セン
ターにおいて2床を
365日確保した。
・地域生活支援拠点
等を開設する社会福
祉法人等との連携に
より、緊急短期入所
等に対応した。

Ｂ

・障害のある人等
のニーズを踏ま
え、グループホー
ムや障害福祉
サービス事業所の
施設整備に取り組
む社会福祉法人
等に対し補助金の
交付を行う。
・「重症心身障害
者緊急短期入所
用居室確保事業」
の実施や、地域生
活支援拠点等運
営事業者との連携
により、障害のあ
る人の短期入所
の受け入れ先を
確保する。

・グループホームや
障害福祉サービス事
業所の施設整備に取
り組む社会福祉法人
等に対して補助金を
交付し、障害のある
人のニーズに対応し
た施設整備を促進し
た。
・医療行為を必要と
する重症心身障害児
（者）の緊急的な受入
れに対応するため、
さいがた医療セン
ターにおいて2床を
365日確保した。
・地域生活支援拠点
等を開設する社会福
祉法人等との連携に
より、緊急短期入所
等に対応した。

Ｂ

・障害のある人等
のニーズを踏ま
え、グループホー
ムや障害福祉
サービス事業所の
施設整備に取り組
む社会福祉法人
等に対し補助金の
交付を行う。
・「重症心身障害
者緊急短期入所
用居室確保事業」
の実施や、地域生
活支援拠点等運
営事業者との連携
により、障害のあ
る人の短期入所
の受け入れ先を
確保する。

同左

69 28
基本
目標3

⑶安心
して暮ら
せる環
境の整
備

①地域にお
ける生活基
盤づくり

平常時だけでなく、災害時など
の緊急時においても、高齢者
や障害のある人などが安心し
て過ごせるよう、引き続き、グ
ループホームの整備や緊急時
における受入れ体制づくり等
を推進していきます。

高齢者
支援課

・災害時において、一般の避
難所での避難生活が困難な
特別な配慮を必要とする高齢
者等に対し、身体等の状況に
応じた生活環境が整備された
福祉避難所が確保されている
状態。

・福祉避難所避難
対象者を定期的
に更新し、町内会
等と情報共有を図
るとともに、適宜、
福祉避難所へ災
害備蓄品を配備
し、避難支援体制
の整備を図る。

・災害時における避
難行動要支援者の
支援体制を整えるた
め、民生委員・児童
委員の協力を得て避
難行動要支援者名
簿を更新し、町内会
や関係機関に情報を
提供した。
・個別避難計画が未
策定となっている町
内会へ出向き、個別
避難計画の作成に向
けた支援を行った。

Ｂ

・福祉避難所避難
対象者を定期的
に更新し、町内会
等と情報共有を図
るとともに、適宜、
福祉避難所へ災
害備蓄品を配備
し、避難支援体制
の整備を図る。

・災害時における
避難行動要支援
者の支援体制を
整えるため、民生
委員・児童委員の
協力を得て避難行
動要支援者名簿
を更新し、町内会
や関係機関に情
報を提供した。

Ｂ

・福祉避難所避難
対象者を定期的
に更新し、町内会
等と情報共有を図
るとともに、適宜、
福祉避難所へ災
害備蓄品を配備
し、避難支援体制
の整備を図る。

同左
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　　資料3-2

実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施結果 評価 実施計画 実施計画
基本目標頁 項目基本施策 取組の方向性・概要

上越市第2次地域福祉計画

令和4年度末に目指すべき状態担当課
番
　
号

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ｄ：実施に至らず

70 29
基本
目標3

⑶安心
して暮ら
せる環
境の整
備

②地域医療
体制の充実

上越地域医療センター病院の改
築を契機として、市内の病院や
診療所等との地域医療連携体
制を一層充実するとともに、上越
地域医療センター病院と市立診
療所のネットワーク化を推進す
ることにより、市民ニーズに応じ
た質の高い医療を提供できる状
態を目指します。
また、人口減少や高齢化の進展
の影響が大きい中山間地域にお
いても身近で適切な医療が受け
られるよう、機能的な医療体制を
確立していくとともに、二次救急
病院との連携を強化し、地域に
おける救急医療体制の充実に努
めます。
さらに、地域医療体制を維持す
るため、県や医療機関、医師会
等と連携し、地域全体の医師確
保に向けた取組を推進します。

地域医
療推進
室

・上越地域医療センター病院
の改築を契機とした地域医療
連携体制の充実や上越地域
医療センター病院と市立診療
所のネットワーク化の推進に
より、市民ニーズに応じた質の
高いが医療が提供されている
状態。
・二次救急病院との連携によ
る救急医療体制の充実や、県
や関係機関と連携した地域全
体の医師確保の取組の推進
により、安定的かつ機能的な
医療体制が確保されている状
態。

・上越地域医療セ
ンター病院の改築
事業を推進すると
ともに、上越地域
医療センター病院
と市立診療所の連
携や市立診療所
どうしの人的な
ネットワーク化を
推進する。
・休日・夜間診療
所を運営し、地域
の救急医療体制
の確保を図る。
・地域の医師確保
に向けて県や関
係機関との連携を
図る。

・上越地域医療センター病
院の改築に向けた基本計
画を令和2年3月に策定し
た。
・上越地域医療センター病
院と市立診療所の連携を
図り、牧診療所において、
上越地域医療センター病
院から医師を派遣した。ま
た、くろかわ診療所におい
て、医師の逝去に伴い、医
師との委託から、上越地域
医療センター病院との委託
契約に切り替えを行った。
・休日・夜間診療所を運営
し、地域の救急医療体制の
確保を図った。
令和元年6月に保健所が中
心となり「上越圏域医師確
保戦略推進会議」を立ち上
げ、圏域の医師確保に向
け、地域の観光情報やU・I
ターン施策と連動した医師
向けパンフレットを作成し
た。市では1000部増刷して
R2.3月に市内病院に配布し
た。

Ｂ

・上越地域医療セ
ンター病院の改築
事業を推進すると
ともに、上越地域
医療センター病院
と市立診療所の連
携や市立診療所
どうしの人的な
ネットワーク化を
推進する。
・休日・夜間診療
所を運営し、地域
の救急医療体制
の確保を図る。
・地域の医師確保
に向けて県や関
係機関との連携を
図る。

・上越地域医療センター病
院の改築については、令和
2年度を「経営改善検証期
間」と位置付け、経営改善
に取り組んできたが、新型
コロナウイルス感染症拡大
の影響等により、十分な検
証を行うことが困難な状況
であった。このため、基本
計画において予定していた
令和3年度の基本設計を見
送ることとした。
・上越地域医療センター病
院と市立診療所の連携を
図り、くろかわ診療所にお
いて、上越地域医療セン
ター病院から新しい医師が
着任した。
・休日・夜間診療所を運営
し、地域の救急医療体制の
確保を図った。
・上越保健所が中心とな
り、取り組んでいる上越圏
域医師U・Iターン戦略推進
事業において、医師確保パ
ンフレットの作成に協力す
るなど連携を図った。

Ｂ

・上越地域医療セ
ンター病院の改築
事業を推進すると
ともに、上越地域
医療センター病院
と市立診療所の連
携や市立診療所
どうしの人的な
ネットワーク化を
推進する。
・休日・夜間診療
所を運営し、地域
の救急医療体制
の確保を図る。
・地域の医師確保
に向けて県や関
係機関との連携を
図る。

同左
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